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最寄駅：近鉄奈良線「近鉄奈良駅」

JR 大和路線「奈良駅」 

最寄駅までのアクセス

・京都から

近鉄京都線で近鉄奈良駅まで特急約 35 分、急行 45 分 

・大阪から

JR 大阪環状線(外回り)で鶴橋へ、近鉄奈良線(快急・急行)で近鉄奈良まで約 50 分 

・関西国際空港から

空港バスで近鉄奈良駅まで約 80 分 又は 

南海空港急行で難波へ、近鉄奈良線(快急・急行)で近鉄奈良まで約 110 分 

JR 関空快速で天王寺へ、JR 大阪環状線(内回り)で鶴橋へ、近鉄奈良線(快急・急行)で

近鉄奈良まで約 100 分 

・大阪空港から

空港バスで近鉄奈良駅まで約 60 分 

空港バスで難波へ、近鉄奈良線(快急・急行)で近鉄奈良まで約 70 分 

-図面-2
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：当該申請に係る工学専攻が使用する部分

凡例

：他専攻等と共通で使用する部分

（ＤＭＧ ＭＯＲＩ棟）

校地面積：７６, ２６０㎡
校舎面積：５９, ９７９㎡
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○奈良女子大学学則（案）

(平成 16 年４月１日学則第１号) 

第１章 総則 

第１節 趣旨及び目的 

(趣旨) 

第１条 この学則は，国立大学法人奈良国立大学機構が設置する奈良女子大学(以下「本

学」という。)の教育課程に関し必要な事項を定めるものとする。 

(目的) 

第２条 本学は，女子の最高教育機関として，広く知識を授けるとともに，専門の学術文

化を教授，研究し，その能力を展開させるとともに，学術の理論及び応用を教授，研

究し，その深奥を究めて，文化の進展に寄与することを目的とする。 

第２節 自己評価及び教育研究等の状況等の公表 

(自己評価等) 

第３条 本学は，その教育研究水準の向上を図り，前条の目的及び社会的使命を達成する

ため，本学における教育研究活動等の状況について自ら点検及び評価を行うものとす

る。 

２ 前項の点検及び評価の項目並びにその実施体制等については，別に定める。 

３ 第１項の点検及び評価の結果について，本学の職員以外の者による検証を行うよう努

めるものとする。 

(情報の積極的な提供) 

第４条 本学は，本学の教育研究活動等の状況について，刊行物等への掲載その他広く周

知を図ることができる方法によって，積極的に情報を提供するものとする。 

第２章 学部及び大学院 

(学部) 

第５条 本学に，次の学部及び学科を置く。 

(１) 文学部

人文社会学科

言語文化学科

人間科学科

(２) 理学部

数物科学科

化学生物環境学科

(３) 生活環境学部

食物栄養学科

心身健康学科

住環境学科

文化情報学科

(４) 工学部
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 工学科 

２ 学部の収容定員は，別表第１のとおりとする。 

３ 学部に学部長を置き，当該学部の教授をもって充てる。学部長は，当該学部に関する

校務をつかさどる。 

４ 学部に関し必要な事項は，別に定める。 

(大学院) 

第６条 本学に，大学院人間文化総合科学研究科(以下「研究科」という。)を置く。 

２ 研究科は，博士課程及び修士課程とし，博士課程は，前期２年の課程(以下「博士前

期課程」という。)及び後期３年の課程(以下「博士後期課程」という。)に区分する。

この場合において，博士前期課程は修士課程として取り扱うものとする。 

３ 博士前期課程に，次の専攻を置く。 

人文社会学専攻 

言語文化学専攻 

人間科学専攻 

食物栄養学専攻 

心身健康学専攻 

情報環境学専攻 

住環境学専攻 

生活文化学専攻 

数物科学専攻 

化学生物環境学専攻 

４ 修士課程に，次の専攻を置く。 

工学専攻 

５ 博士後期課程に，次の専攻を置く。 

人文科学専攻 

生活環境科学専攻 

自然科学専攻 

生活工学共同専攻 

６ 第５項の生活工学共同専攻は，お茶の水女子大学大学院人間文化創成科学研究科生活

工学共同専攻と共同で実施する。 

７ 研究科の収容定員は，別表第２のとおりとする。 

８ 研究科に研究科長を置き，本学の教授をもって充てる。研究科長は，研究科に関する

校務をつかさどる。 

９ 研究科に関し必要な事項は，別に定める。 

第７条 （削る） 

第３章 通則 

第１節 学年，学期及び休業日 

(学年) 

第８条 学年は４月１日に始まり，翌年３月 31 日に終わる。 
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(学期) 

第９条 学年を分けて次の２期とする。 

前期 ４月１日から ９月 30 日まで 

後期 10 月１日から翌年３月 31 日まで 

(休業日) 

第 10 条 休業日は，次のとおりとする。 

(１) 日曜日及び土曜日 

(２) 国民の祝日に関する法律(昭和 23 年法律第 178 号)に規定する休日 

(３) 春季，夏季，冬季及び学年末の休業日 

２ 前項第三号の休業日は，学長が別に定める。ただし，学部等の事情により，教育上必

要がある場合は，学長の承認を得て変更することができる。 

３ 第１項に定めるもののほか，臨時の休業日は，その都度学長が定める。 

第２節 入学及び入学手続等 

(入学の時期) 

第 11 条 入学の時期は，学年の始め１か月以内とする。ただし，特別の必要があり，教

育上支障がないと認めたときは，学期の始めとすることができる。 

(出願手続) 

第 12 条 本学に入学を志願する者は，入学願書に別に定める書類及び所定の検定料を添

えて，所定の期日までに提出しなければならない。 

(入学者の選抜) 

第 13 条 前条の入学志願者については，別に定めるところにより，選抜を行う。 

(入学手続) 

第 14 条 前条の選抜の結果に基づき合格の通知を受けた者は，所定の期日までに，別に

定める書類を提出するとともに，所定の入学料を納付しなければならない。 

２ 学長は，前項の入学手続を完了した者(第 34 条の規定により入学料の免除を申請し

た者及び第 35 条の規定により徴収猶予を申請した者を含む。)に入学を許可する。 

３ 入学を許可された者は，本学の定めるところにより，宣誓しなければならない。 

第３節 休学，留学，退学，除籍及び再入学 

(休学) 

第 15 条 病気その他やむを得ない理由で３か月以上修学を中止しようとする者は，医師

の診断書又は理由書を添えて休学を願い出て，学部長又は研究科長の許可を受けなけ

ればならない。 

２ 休学は，引き続き１年を超えることはできない。ただし，特別の事情があると認めら

れる者には，更に引き続き休学を許可することがある。 

３ 休学期間は，通算して，学部においては４年，大学院の博士前期課程及び修士課程に

おいては２年，博士後期課程においては３年を超えることができない。 

４ 前項の規定にかかわらず，やむを得ない特別の理由があると認められるときは，教授

会の議を経て，学長が更に休学期間の延長を許可することがある。 
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５ 休学期間は，第 53 条，第 80 条第２項又は第 81 条第２項に定める在学年限には算入

しない。 

(休学の措置) 

第 16 条 病気その他の理由で修学が不適当と認められる者に対しては，学部長又は研究

科長は，学長の許可を得て，休学を命ずることがある。 

(休学期間内の復学) 

第 17 条 休学期間内でもその理由がなくなったときは，学部長又は研究科長の許可を得

て復学することができる。 

(外国留学) 

第 18 条 第 65 条，第 88 条又は第 89 条の規定により，外国の大学，大学院又は研究機

関に留学を志願する者は，教授会の議を経て，学長に願い出て，その許可を受けなけ

ればならない。 

(退学) 

第 19 条 退学しようとする者は，理由書を添えて，学長に退学願を提出し，その許可を

得なければならない。 

(除籍) 

第 20 条 次の各号の一に該当する者は，当該教授会の議を経て，学長が除籍する。 

(１) 第 53 条，第 80 条第２項及び第 81 条第２項に定める在学期間を超えても，なお

学部の定める卒業資格又は大学院の定める修了資格を取得できない者 

(２) 第 15 条第３項に定める休学期間を超えても，なお修学できない者 

(３) 入学料の免除若しくは徴収猶予を申請し，不許可とされた者又は一部免除若し

くは徴収猶予を許可された者で，納付すべき入学料を所定の期日までに納付しない

者 

(４) 授業料の納付を怠り，督促してもなお納付しない者 

２ 前項第一号の在学期間には他の大学の在学期間を加えることがある。 

(再入学) 

第 21 条 第 19 条により本学を退学した者又は前条第１項第四号の規定により除籍とな

った者が，再入学を願い出たときは，別に定めるところにより，相当年次への入学を

許可することがある。 

第４節 賞罰 

(表彰) 

第 22 条 学生として表彰に値する行為があったときは，学長がこれを表彰することがあ

る。 

２ 表彰に関し必要な事項は，別に定める。 

(懲戒) 

第 23 条 本学の学則に背き，又は学生としての本分に反する行為のあった者は，当該教

授会の議を経て，学長が懲戒する。 

２ 懲戒は，戒告，停学及び退学とする。 

３ 前項の退学は，次の各号の一に該当する者に対して行う。 
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(１) 性行不良で改善の見込みがない者 

(２) 正当な理由がなくて出席常でない者 

(３) 本学の秩序を乱し，その他学生としての本分に著しく反した者 

第５節 研究生，特別研究学生，聴講生，科目等履修生及び特別聴講学生等 

(研究生) 

第 24 条 学部又は研究科において，特定事項の研究を願い出た者には，当該学部又は研

究科において選考の上，研究生として入学を許可することがある。 

２ 大学院の研究生として入学できる者は，女子に限らないものとする。 

３ その他研究生に関する細則は，別に定める。 

(特別研究学生) 

第 25 条 他の大学の大学院(外国の大学の大学院を含む。)学生で，本学の研究科におい

て研究指導を受けようとする者があるときは，当該他の大学院との事前の協議に基づ

き，特別研究学生として入学を許可することがある。 

２ 特別研究学生として入学できる者は，女子に限らないものとする。 

３ 特別研究学生の在学期間は１年を超えないものとする。ただし，博士後期課程の特別

研究学生については，許可を得て在学期間を延長することができる。 

４ 前２項の実施について必要な事項は，研究科教授会が定める。 

(聴講生) 

第 26 条 学部又は研究科の授業科目中１科目又は数科目について聴講を願い出た者には，

当該学部又は研究科において選考の上，聴講生として入学を許可することがある。 

２ 研究科の聴講生として入学できる者は，女子に限らないものとする。 

３ その他聴講生に関する細則は，別に定める。 

(科目等履修生) 

第 27 条 学部又は研究科の授業科目中１科目又は数科目について履修を願い出た者には，

当該学部又は研究科において選考の上，科目等履修生として入学を許可することがあ

る。 

２ 研究科の科目等履修生として入学できる者は，女子に限らないものとする。 

３ 科目等履修生で履修科目について，試験に合格した者には単位を与える。 

４ その他科目等履修生に関する細則は，別に定める。 

(特別聴講学生) 

第 28 条 他の大学及び大学院(外国の大学及び大学院を含む。以下に同じ。)の学生で，

本学の学部又は研究科の授業科目の履修を願い出た者には，当該他の大学及び大学院

との事前の協議に基づき，当該学部又は研究科において選考の上，特別聴講学生とし

て入学を許可することがある。 

２ 特別聴講学生として入学できる者は，女子に限らないものとする。 

３ 特別聴講学生の入学期は毎学期の始めとする。ただし，特別の事情のある者はこの限

りでない。 

４ 特別聴講学生で聴講科目にかかる試験に合格した者には，単位を与える。 
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５ 特に定められた場合を除き，本学学則，規程等は特別聴講学生にも適用し，その他の

取扱いについても学生に準ずる。 

６ その他特別聴講学生に関する細則は，別に定める。 

(委託生) 

第 29 条 公の機関又は団体から，その所属職員について，履修科目を定め，学部又は研

究科に入学の願い出があったときは，当該学部又は研究科の定めるところにより，研

究生，聴講生又は科目等履修生として入学を許可することがある。 

第６節 外国人留学生 

(外国人留学生) 

第 30 条 外国人で大学又は大学院において教育を受ける目的をもって入国し，本学に入

学を志願する者については，学部又は研究科において選考の上，学長が外国人留学生

として入学を許可することがある。 

２ 外国人留学生に関し必要な事項は，別に定める。 

第７節 教育職員免許状授与の所要資格の取得 

(教育職員免許状授与の所要資格) 

第 31 条 教育職員免許状授与の所要資格を取得しようとする者は，教育職員免許法及び

教育職員免許法施行規則に定める所要の単位を修得しなければならない。 

２ 前項の資格を取得させることのできる学部，研究科及び教育職員免許状の種類は，別

表第３の１及び別表第３の２のとおりとする。 

第８節 学生寄宿舎 

(学生寄宿舎) 

第 32 条 本学に学生寄宿舎を置く。 

２ 学生寄宿舎への入舎を希望する者は，許可を受けなければならない。 

３ その他学生寄宿舎に関し必要な事項は，別に定める。 

第９節 検定料，入学料，授業料及び寄宿料 

(検定料等の額) 

第 33 条 検定料，入学料，授業料及び寄宿料の額は，奈良国立大学機構における授業料

その他の費用を定める規程(以下「費用規程」という。)の定めるところによる。 

(入学料の免除) 

第 34 条 特別な事情により入学料の納付が著しく困難と認められる者については，その

者の願い出により，審査の上入学料の一部又は全部を免除することがある。 

(入学料の徴収猶予) 

第 35 条 入学料の納付期限において，納付が困難な者については，願い出により，徴収

を猶予することがある。 

２ 入学料の免除又は徴収猶予を申請した者については，所定の期日まで入学料の徴収を

猶予する。 

(授業料の納付) 

第 36 条 授業料は次の２期に分けて納付しなければならない。 

前期 ５月末日まで 年額の２分の１に相当する額 
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後期 11 月末日まで 年額の２分の１に相当する額 

２ 入学年度の前期又は前期及び後期に係る授業料については，第１項の規定にかかわら

ず，入学を許可される者の申し出により，入学を許可されるときに納付することがで

きる。 

(授業料の月割分納) 

第 37 条 授業料は，願い出により月割分納を許可することがある。 

２ 分納の許可を受けた者は，毎月末日までに納付しなければならない。ただし，休業期

間中の分は，休業期間前に納付しなければならない。 

(授業料の延納) 

第 38 条 授業料の納付期において，納付困難な者については，願い出により，延納を許

可することがある。 

(授業料の免除) 

第 39 条 経済的理由によって授業料の納付が困難であり，かつ，学業優秀と認められる

者については，その者の願い出により，審査の上授業料の一部又は全部を免除するこ

とがある。 

(休学中の授業料) 

第 40 条 休学期間中は，授業料を徴収しない。ただし，各期の途中において休学若しく

は復学する者の授業料は，各月割をもって徴収する。 

(転学，退学，停学又は除籍の場合における授業料) 

第 41 条 転学，退学，停学又は除籍の者については，その期の授業料は徴収する。 

(研究生等の入学料等) 

第 42 条 研究生，聴講生及び科目等履修生の検定料，入学料及び授業料については，別

に定める。 

(国費外国人留学生の入学料等) 

第 43 条 国費外国人留学生制度実施要項(昭和 29 年３月 31 日文部大臣裁定)に基づく国

費外国人留学生の検定料，入学料及び授業料は徴収しない。 

(特別研究学生及び特別聴講学生の検定料，入学料等) 

第 44 条 特別研究学生及び特別聴講学生の検定料及び入学料は徴収しない。授業料は研

究生，科目等履修生及び聴講生と同額を徴収する。ただし，次の各号に掲げる者につ

いては，授業料を徴収しない。 

(１) 国立大学の大学院に在学中の者 

(２) 大学間交流協定に基づく外国人留学生に対する授業料等の不徴収実施要項(平成

３年４月 11 日文部省学術国際局長裁定)に基づく協定留学生 

(３) 大学間相互単位互換協定に基づく特別聴講学生に対する授業料の相互不徴収実

施要項(平成８年 11 月１日文部省高等教育局長裁定)に基づく特別聴講学生 

(４) 大学間特別研究学生交流協定に基づく授業料の相互不徴収実施要項(平成 10 年

３月 10 日文部省高等教育局長裁定)に基づく特別研究学生 

(寄宿料の納付) 

第 45 条 寄宿料は，所定の期日までに納付しなければならない。 
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(寄宿料の免除) 

第 46 条 特別な事情により寄宿料の納付が著しく困難と認められる者については，その

者の願い出により，審査の上寄宿料を免除することがある。 

第４章 学部 

第１節 入学及び編入学等 

(学部の入学資格) 

第 47 条 学部に入学することのできる者は，次の各号のいずれかに該当する女子とする。 

(１) 高等学校又は中等教育学校を卒業した者 

(２) 通常の課程による 12 年の学校教育を修了した者(通常の課程以外の課程により，

これに相当する学校教育を修了した者を含む。) 

(３) 外国において学校教育における 12 年の課程を修了した者又はこれに準ずる者で

文部科学大臣の指定したもの 

(４) 文部科学大臣が高等学校の課程と同等の課程を有するものとして認定した在外

教育施設の当該課程を修了した者 

(５) 専修学校の高等課程(修業年限が３年以上であることその他の文部科学大臣が定

める基準を満たすものに限る。)で文部科学大臣が別に指定するものを文部科学大臣

が定める日以後に修了した者 

(６) 文部科学大臣の指定した者 

(７) 高等学校卒業程度認定試験規則(平成 17 年文部科学省令第１号)による高等学校

卒業程度認定試験に合格した者(同規則附則第２条の規定による廃止前の大学入学資

格検定規程(昭和 26 年文部省令第 13 号)による大学入学資格検定に合格した者を含

む。) 

(８) 本学において，個別の入学資格審査により，高等学校を卒業したと同等以上の

学力があると認めた者で，18 歳に達したもの 

(編入学) 

第 48 条 次の各号のいずれかに該当する女子で，本学に編入学を志願する者があるとき

は，学部の定めるところにより，学長が相当年次への入学を許可することがある。 

(１) 大学を卒業した者又は学校教育法第 104 条第７項の規定により学士の学位を授

与された者 

(２) 大学に所定の期間在学し所定の単位を修得した者 

(３) 短期大学又は高等専門学校を卒業した者 

(４) 専修学校の専門課程(修業年限が２年以上であることその他の文部科学大臣の定

める基準を満たすものに限る。)を修了した者(学校教育法第 90 条に規定する大学入

学資格を有する者に限る。) 

(５) 外国において学校教育における 14 年の課程を修了した者 

(６) 外国の大学が行う通信教育における授業科目を我が国において履修することに

より当該外国の学校教育における 14 年の課程を修了した者 

(７) 前各号に定めるもののほか，法令等で大学に編入学できると定められた者 
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２ 前項各号の一に該当する者で，第３年次に編入学を志願する者があるときは，学部の

定めるところにより，学長が入学を許可することがある。 

(転入学) 

第 49 条 他の大学から本学に転学を志願する者があるときは，学部の定めるところによ

り，学長が相当年次への入学を許可することがある。 

(編入学者等にかかる既修得単位等の取扱い) 

第 50 条 第 21 条及び前２条の規定により入学を許可された者の既修単位の認定及び修

業年限等の取扱いについては，別に定める。 

(他大学への転学) 

第 51 条 本学より他の大学に，転学又は入学しようとする者は，理由を付して，学部長

に願い出て，その許可を得なければならない。 

第２節 修業年限及び在学年限 

(学部の修業年限) 

第 52 条 学部の修業年限は，４年とする。ただし，本学に３年以上在学した者が，卒業

の要件として本学が定める単位を優秀な成績で修得したと認められる場合は，その卒

業を認めることができる。 

２ 大学の学生以外の者として本学において一定の単位を修得した者が本学に入学する場

合において，当該単位の修得により本学の教育課程の一部を履修したと認められると

きは，文部科学大臣の定めるところにより，前項の修業年限の２分の１を超えない範

囲で，修業年限に通算することができる。 

３ 前各項の取扱いについては，別に定める。 

(在学年限) 

第 53 条 在学年限は，８年を超えることができない。 

第３節 授業科目及び履修単位 

(授業科目及び授業方法) 

第 54 条 本学において開設する授業科目は，教養教育科目(外国語科目，保健体育科目

等からなる基礎科目群及び教養科目群等)，専門教育科目及びキャリア教育科目とする。 

２ 授業は，講義，演習，実験，実習若しくは実技のいずれかにより又はこれらの併用に

より行うものとする。 

３ 前項の授業を，文部科学大臣が別に定めるところ(平成 13 年文部科学省告示第 51

号)により，多様なメディアを高度に利用して，当該授業を行う教室等以外の場所で履

修させることができる。 

４ 第２項の授業を，外国において履修させることができる。前項の規定により，多様な

メディアを高度に利用して，当該授業を行う教室等以外の場所で履修させる場合につ

いても，同様とする。 

(日本語科目及び日本事情に関する科目) 

第 55 条 前条に規定する授業科目のほか，外国人留学生のための日本語科目及び日本事

情に関する科目を置くことができる。 

２ 前項の詳細については，別に定める。 
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(帰国子女等への準用) 

第 56 条 前条の規定は，外国人留学生以外の学生で，外国において相当期間中等教育

(中学校又は高等学校に対応する学校における教育をいう。)を受けたものの教育につ

いて必要であると認める場合に準用する。 

(卒業の要件となる単位数) 

第 57 条 卒業に必要な単位は 124 単位以上とし，詳細は学部でこれを定める。 

２ 前項の卒業に必要な単位を定める場合は，教養教育科目及び専門教育科目について次

の各号に定める基準以上の単位を含めるものとする。 

(１) 教養教育科目 

外国語科目８単位及び保健体育科目２単位を含め基礎科目群から 12 単位以上，教

養科目群から 10 単位以上を含めて基礎科目群と教養科目群の計 30 単位を基準とす

る。ただし，基礎科目群の超過単位は，各学部の定めるところにより教養科目群の

単位とすることができる。 

(２) 専門教育科目 

60 単位を基準とする。 

３ 前項第一号の保健体育科目の２単位は，実習をもって充てる。 

４ 第１項の規定により卒業の要件として修得すべき 124 単位のうち，第 54 条第３項の

授業の方法により修得する単位数は 60 単位を超えないものとする。 

(他学科，他学部専門教育科目の履修) 

第 58 条 学生は，他の学科及び他の学部の開設する専門教育科目を履修することができ

る。 

２ 前項の規定により修得した単位は，前条第２項第二号による単位に加算する。 

(教育プログラム) 

第 59 条 学生は，本学の各教育課程が定める教育プログラムを履修することができる。 

２ 前項のほか，学生は，第 54 条及び第 55 条に定める科目の履修による特定の教育プ

ログラムを履修することができる。 

３ 前２項の教育プログラムについては，別に定める。 

(単位の計算方法等) 

第 60 条 授業科目の単位計算方法は，１単位の授業科目を 45 時間の学修を必要とする

内容をもって構成することを標準とし，授業の方法に応じ，当該授業による教育効果，

授業時間外に必要な学修等を考慮して，次の基準によるものとする。 

(１) 講義については，15 時間の講義をもって１単位とする。 

(２) 演習については，15 時間から 30 時間までの範囲で学部が定める時間の演習をも

って１単位とする。 

(３) 実験及び実習については，30 時間から 45 時間までの範囲で学部が定める時間の

実験及び実習をもって１単位とする。 

(４) 一の授業科目について，講義，演習，実験，実習又は実技のうち二以上の方法

の併用により行う場合については，その組み合わせに応じ，前各号に規定する基準

を考慮して各学部が定める時間の授業をもって１単位とする。 
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２ 前項の規定にかかわらず，外国語科目及び保健体育科目の実習については，30 時間

をもって１単位とする。 

３ 前２項の規定にかかわらず，卒業論文，卒業研究等の授業科目については，これらの

学修の成果を評価して単位を授与することが適切と認められる場合には，これらに必

要な学修等を考慮して，単位数を別に定めることができる。 

(履修科目の登録の上限) 

第 61 条 各学部は，学生が各年次にわたって適切に授業科目を履修するため，卒業の要

件として学生が修得すべき単位数について，学生が１年間又は１学期に履修科目とし

て登録することができる単位数の上限を定める。 

２ 学部は，その定めるところにより，所定の単位を優れた成績をもって修得した学生に

ついては，前項に定める上限を超えて履修科目の登録を認めることができる。 

(単位計算の特例) 

第 62 条 第 55 条及び第 56 条に規定する科目のうち，講義については，第 60 条第１項

第一号の規定にかかわらず教育効果を考慮して必要があるときは，30 時間の講義をも

って１単位とすることができる。 

(単位の授与) 

第 63 条 授業科目を履修し，その試験に合格した者には，所定の単位を与える。 

(連携開設科目の履修) 

第 64 条 学部は，大学設置基準(昭和 31 年文部省令第 28 号)第 19 条の２に規定する連

携開設科目において修得した単位を，本学の授業科目の履修により修得したものとみ

なす。 

２ 連携開設科目に関し，必要な事項は，別に定める。 

(他の大学又は短期大学における授業科目の履修等) 

第 65 条 学部は，教育上有益と認めるときは，学生が他の大学又は短期大学(外国の大

学又は短期大学を含む。)において履修した授業科目について修得した単位を，60 単位

を超えない範囲で本学における授業科目の履修により修得したものとみなすことがで

きる。 

２ 前項の規定は，学生が，外国の大学又は短期大学に留学する場合及び外国の大学又は

短期大学が行う通信教育における授業科目を我が国において履修する場合について準

用する。 

(大学以外の教育施設等における学修) 

第 66 条 学部は，教育上有益と認めるときは，学生が行う短期大学又は高等専門学校の

専攻科における学修その他文部科学大臣が別に定める学修(平成３年文部省告示第 68

号)を，本学における授業科目の履修とみなし，単位を与えることができる。 

２ 前項により与えることができる単位数は，前条により本学において修得したものとみ

なす単位数と合わせて 60 単位を超えないものとする。 

(入学前の既修得単位等の認定) 

第 67 条 学部は，教育上有益と認めるときは，学生が本学に入学する前に大学又は短期

大学において履修した授業科目について修得した単位(大学において科目等履修生とし

-学則-11



て修得した単位を含む。)を，本学に入学した後の本学における授業科目の履修により

修得したものとみなすことができる。 

２ 学部は，教育上有益と認めるときは，学生が本学に入学する前に行った前条第１項に

規定する学修を，本学における授業科目の履修とみなし，単位を与えることができる。 

３ 前２項の規定により修得したものとみなし，又は与えることのできる単位数は，編入

学，転学等の場合を除き，本学において修得した単位以外のものについては，第 65 条

及び第 66 条により本学において修得したものとみなす単位数と合わせて 60 単位を超

えないものとする。 

(所属学部又は学科の変更) 

第 68 条 所属学部又は学科の変更を願い出る者のあるときは，別に定めるところにより，

許可することがある。 

第４節 成績評価，卒業及び学位の授与 

(成績評価) 

第 69 条 成績評価については，別に定める。 

(卒業の認定) 

第 70 条 学部長は，本学に第 52 条に定める期間在学し，所定の科目を履修して，その

単位を取得し，かつ学部の定める卒業要件を満たした者には，当該課程を修めたこと

を認める。 

(学位の授与) 

第 71 条 学長は前条により認定された者には，卒業を認め学士の学位を授与する。 

２ 学士の学位の授与については，奈良女子大学学位規程(以下「学位規程」という。)

の定めるところによる。 

第５章 大学院 

第１節 入学，進学及び編入学等 

(博士前期課程及び修士課程の入学資格) 

第 72 条 博士前期課程及び修士課程に入学することのできる者は，次の各号のいずれか

に該当する女子とする。 

(１) 大学を卒業した者 

(２) 学校教育法第 104 条第７項の規定により学士の学位を授与された者 

(３) 外国において，学校教育における 16 年の課程を修了した者 

(４) 外国の学校が行う通信教育における授業科目を我が国において履修することに

より当該外国の学校教育における 16 年の課程を修了した者 

(５) 我が国において，外国の大学の課程(その修了者が当該外国の学校教育における

16 年の課程を修了したとされるものに限る。)を有するものとして当該外国の学校教

育制度において位置付けられた教育施設であって，文部科学大臣が別に指定するも

のの当該課程を修了した者 

(６) 外国の大学その他の外国の学校(その教育研究活動等の総合的な状況について，

当該外国の政府又は関係機関の認証を受けた者による評価を受けたもの又はこれに

準ずるものとして文部科学大臣が別に指定するものに限る。)において，修業年限が

-学則-12



３年以上である課程を修了すること(当該外国の学校が行う通信教育における授業科

目を我が国において履修することにより当該課程を修了すること及び当該外国の学

校教育制度において位置付けられた教育施設であって前号の指定を受けたものにお

いて課程を修了することを含む。)により，学士の学位に相当する学位を授与された

者 

(７) 専修学校の専門課程(修業年限が４年以上であることその他の文部科学大臣が定

める基準を満たすものに限る。)で，文部科学大臣が別に指定するものを文部科学大

臣が別に定める日以後に修了した者 

(８) 文部科学大臣の指定した者 

(９) 大学に３年以上在学し，又は外国において学校教育における 15 年の課程を修了

し，所定の単位を優れた成績をもって修得したものと本学大学院において認めた者 

(10) 本学大学院において，個別の入学資格審査により，大学を卒業した者と同等以

上の学力があると認めた者で，22 歳に達したもの 

(博士後期課程の入学資格) 

第 73 条 博士後期課程に入学することのできる者は，次の各号のいずれかに該当する女

子とする。 

(１) 修士の学位又は専門職学位(学校教育法第 104 条第３項の規定に基づき学位規則

(昭和 28 年文部省令第９号)第５条の２に規定する専門職学位をいう。以下この条に

おいて同じ。)を有する者 

(２) 外国において修士の学位又は専門職学位に相当する学位を授与された者 

(３) 外国の学校が行う通信教育における授業科目を我が国において履修し，修士の

学位又は専門職学位に相当する学位を授与された者 

(４) 我が国において，外国の大学院の課程を有するものとして当該外国の学校教育

制度において位置付けられた教育施設であって，文部科学大臣が別に指定するもの

の当該課程を修了し，修士の学位又は専門職学位に相当する学位を授与された者 

(５) 国際連合大学の課程を修了し，修士の学位に相当する学位を授与された者 

(６) 文部科学大臣の指定した者 

(７) 本学大学院において，個別の入学資格審査により，修士の学位又は専門職学位

を有する者と同等以上の学力があると認めた者で，24 歳に達したもの 

(博士後期課程への進学) 

第 74 条 本学大学院の博士前期課程及び修士課程から引き続き博士後期課程に進学する

ことのできる者は，本学大学院の博士前期課程及び修士課程を修了した者とする。 

(進学手続き) 

第 75 条 前条に規定する進学志願者は，所定の書類を指定の期日までに提出しなければ

ならない。 

２ 前項に規定する者については，検定料及び入学料は徴収しない。 

(博士前期課程及び修士課程修了後の他専攻への入学) 
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第 76 条 本学大学院の博士前期課程及び修士課程を修了し，更に同課程の他の専攻に入

学を志願する者については，収容定員を考慮の上，研究科教授会の議を経て，学長が

入学を許可することがある。 

(他大学大学院への転学) 

第 77 条 他の大学の大学院に転学しようとする者は，研究科教授会の議を経て，転学願

を学長に提出し，その許可を得なければならない。 

(他大学大学院からの転入学) 

第 78 条 他の大学の大学院学生で本学大学院に転入学しようとする者があるときは，研

究科教授会の議を経て，学長が入学を許可することがある。 

(転専攻) 

第 79 条 所属専攻の変更を願い出る者のあるときは，研究科教授会の議を経て，学長が

転専攻を許可することがある。 

第２節 修業年限及び在学年限 

(博士前期課程及び修士課程の標準修業年限) 

第 80 条 博士前期課程及び修士課程の標準修業年限は，２年とする。 

２ 博士前期課程及び修士課程の在学年限は，４年を超えることができない。 

(博士後期課程の標準修業年限) 

第 81 条 博士後期課程の標準修業年限は，３年とする。 

２ 博士後期課程の在学年限は，６年を超えることができない。 

(長期履修制度) 

第 82 条 前２条の規定にかかわらず，職業を有している等の事情により，標準修業年限

を超えて一定の期間にわたり計画的に教育課程を履修し，課程を修了することを希望

する学生(以下「長期履修学生」という。)がその旨を申し出たときは，その計画的な

履修を認めることができる。 

第３節 授業科目及び履修単位 

(授業科目) 

第 83 条 博士前期課程、修士課程及び博士後期課程における授業科目は，別に定める。 

(博士前期課程及び修士課程の修了要件となる単位数等) 

第 84 条 博士前期課程及び修士課程における修了に必要な単位は 30 単位以上とし，詳

細は研究科でこれを定める。 

(博士後期課程の修了要件となる単位数等) 

第 85 条 博士後期課程における修了に必要な単位は 12 単位以上とし，詳細は研究科で

これを定める。 

(教育プログラム) 

第 85 条の２ 学生は，本学の各教育課程が定める教育プログラムを履修することができ

る。 

２ 前項のほか，学生は，第 83 条に定める科目の履修による特定の教育プログラムを履

修することができる。 

３ 前２項の教育プログラムについては，別に定める。 
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(単位の計算方法等) 

第 86 条 研究科における授業科目に係る単位の計算方法等については，第 60 条の規定

を準用する。 

(単位の授与) 

第 87 条 授業科目を履修し，その試験に合格した者には，所定の単位を与える。 

(他大学の大学院又は外国の大学の大学院における授業科目の履修等) 

第 88 条 教育上有益と認めるときは，他の大学の大学院又は外国の大学の大学院との事

前の協議に基づき，学生に当該大学院の授業科目を履修させることができる。ただし，

やむを得ない事情により外国の大学院との事前の協議を行うことが困難な場合は，こ

れを欠くことができる。 

２ 前項の規定により学生が他の大学の大学院又は外国の大学の大学院において修得した

単位は，博士前期課程及び修士課程にあっては 15 単位，博士後期課程にあっては４単

位をそれぞれ超えない範囲で，本学大学院において履修したものとして認定し，第 84

条及び第 85 条に規定する単位に充当することができる。 

３ 前項の規定にかかわらず，奈良女子大学ダブルディグリー・プログラムに基づく外国

人留学生が，外国の協定大学の大学院において修得した単位の認定については，別に

定める。 

(他大学の大学院又は外国の大学の大学院における研究指導) 

第 89 条 教育上有益と認めるときは，他の大学の大学院(外国の大学の大学院を含む。)

又は研究所等(外国の研究機関を含む。)(以下「当該大学院等」という。)との事前の

協議に基づき，学生に当該大学院等において研究指導を受けさせることができる。た

だし，博士前期課程及び修士課程の学生については，当該研究指導を受けさせる期間

は，１年を超えないものとする。 

(入学前の既修得単位の認定) 

第 90 条 教育上有益と認めるときは，学生が本学大学院に入学する前に大学院において

修得した単位(大学院において科目等履修生として修得した単位を含む。)を，博士前

期課程及び修士課程にあっては 15 単位，博士後期課程にあっては４単位をそれぞれ超

えない範囲で，本学大学院において履修したものとして認定し，第 84 条及び第 85 条

に規定する単位に充当することができる。ただし，博士前期課程及び修士課程にあっ

ては，第 88 条第２項により修得したものとみなす単位数と合わせて 20 単位を限度と

する。 

(教育方法の特例) 

第 91 条 教育上特別の必要があると認められる場合には，夜間その他特定の時間又は時

期において授業又は研究指導を行う等の適当な方法により教育を行うことができる。 

(長期履修学生の取扱い) 

第 92 条 学生が長期履修学生として教育課程を履修しようとするときは，研究科教授会

の議を経て学長に願い出て，その許可を得なければならない。 

２ 長期履修学生の取扱いに関し必要な事項は，別に定める。 

３ 長期履修学生にかかる授業料等については，費用規程の定めるところによる。 
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第４節 成績評価，課程修了の認定及び学位の授与 

(成績評価) 

第 93 条 成績評価については，別に定める。 

(課程修了の認定) 

第 94 条 本学に所定の期間在学し，所定の科目を履修して，その単位を取得し，かつ，

必要な研究指導を受けた上，本学大学院の行う修士論文又は博士論文の審査及び最終

試験に合格した者には，人間文化総合科学研究科長は当該課程を修めたことを認める。 

(学位の授与) 

第 95 条 学長は，博士前期課程及び修士課程を修了した者には，修士の学位を授与する。 

２ 学長は，博士後期課程を修了した者には，博士の学位を授与する。 

３ 修士及び博士の学位の授与については，学位規程の定めるところによる。 

第６章 雑則 

(学則の制定・改廃) 

第 96 条 この学則の制定及び改廃は，経営協議会及び教育研究評議会の議に基づき，役

員会の議を経て，学長が決定する。 

(雑則) 

第 97 条 この学則の施行について必要な事項は，学長が別に定める。 

附 則 

１ この学則は，平成 16 年４月１日から施行する。 

２ この学則施行の日の前日において，旧奈良女子大学に在学する学生は，この学則施行

の日において本学に在学するものとし，その者に係る教育課程及び履修その他教育上

必要な事項については，なお従前の例による。 

３ この学則の別表第２の規定にかかわらず，博士後期課程の平成 16 年度の収容定員は，

次の表のとおりとする。 

課程・専攻 
平成 16 年度 

収容定員 

博士後期 

人間環境科学専攻 15 

複合領域科学専攻 15 

比較文化学専攻 36 

社会生活環境学専攻 30 

課程 
共生自然科学専攻 30 

複合現象科学専攻 16 

  計 142 

附 則(平成 16 年 12 月 24 日規程第 163 号) 

この学則は，平成 16 年 12 月 24 日から施行し，平成 16 年７月１日から適用する。 

附 則(平成 17 年３月 17 日規程第 247 号) 

この学則は，平成 17 年３月 17 日から施行し，平成 17 年２月 28 日から適用する。 
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附 則(平成 17 年３月 17 日規程第 248 号) 

１ この学則は，平成 17 年４月１日から施行する。 

２ 改正後の国立大学法人奈良女子大学学則第 17 条の規定にかかわらず，生活環境学部

生活環境学科は，施行日の前日に当該学科に在籍する者が当該学科に在籍しなくなる

までの間，存続するものとする。 

３ 改正後の国立大学法人奈良女子大学学則別表第１の規定にかかわらず，生活環境学部

における平成 17 年度から平成 19 年度までの収容定員は，次の表のとおりとする。 

学部 学科 平成 17 年度 平成 18 年度 平成 19 年度 

生活環境学部 生活環境学科 210 140 70 

食物栄養学科 35 70 105 

生活健康・衣環境学科 40 80 120 

人間環境学科 275 270 265 

第３年次編入 

(食物栄養学科は除く) 

20 20 20 

計 580 580 580 

備考 別表第１中編入学には転学を含むものとする。 

附 則(平成 17 年６月 24 日規程第 12 号) 

この学則は，平成 17 年６月 24 日から施行する。ただし，別表第１については，平成

17 年４月１日から適用する。 

附 則(平成 17 年９月 30 日規程第 82 号) 

この学則は，平成 17 年 10 月１日から施行する。 

附 則(平成 17 年 11 月 25 日規程第 39 号) 

この学則は，平成 17 年 11 月 25 日から施行する。 

附 則(平成 17 年 12 月 22 日規程第 66 号) 

この学則は，平成 17 年 12 月 22 日から施行し，平成 17 年４月１日から適用する。 

附 則(平成 17 年 12 月 22 日規程第 67 号) 

この学則は，平成 17 年 12 月 22 日から施行し，平成 17 年９月９日から適用する。た

だし，第 66 号第五号の改正規定については，平成 17 年 12 月１日から適用する。 

附 則(平成 18 年１月 27 日規程第 73 号) 

１ この学則は，平成 18 年４月１日から施行する。 

２ この学則施行前から引き続き在学する者の授業科目及び単位の取扱いについては，こ

の学則による改正後の国立大学法人奈良女子大学学則第 73 条，第 76 条第２項及び第

77 条の規定にかかわらず，なお従前の例による。 

附 則(平成 18 年２月 24 日規程第 76 号) 

この学則は，平成 18 年４月１日から施行する。 
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附 則(平成 18 年３月 17 日規程第 100 号) 

１ この学則は，平成 18 年４月１日から施行する。 

２ 改正後の国立大学法人奈良女子大学学則第 17 条の規定にかかわらず，生活環境学部

人間環境学科は，施行日の前日に当該学科に在籍する者が当該学科に在籍しなくなる

までの間，存続するものとする。 

３ 改正後の国立大学法人奈良女子大学学則別表第１の規定にかかわらず，生活環境学部

における平成 18 年度から平成 20 年度までの収容定員は，次の表のとおりとする。 

学部 学科 平成 18 年度 平成 19 年度 平成 20 年度 

生活環境学部 生活環境学科 140 70 ０ 

食物栄養学科 70 105 140 

生活健康・衣環境学科 80 120 160 

人間環境学科 205 135 65 

住環境学科 35 70 105 

生活文化学科 30 60 90 

第３年次編入 

(食物栄養学科は除く) 

20 20 20 

計 580 580 580 

附 則(平成 18 年６月 23 日規程第 15 号) 

この規程は，平成 18 年６月 23 日から施行し，平成 18 年４月１日から適用する。 

附 則(平成 18 年 12 月 22 日規程第 36 号) 

１ この学則は，平成 19 年４月１日から施行する。 

２ 改正後の国立大学法人奈良女子大学学則第 18 条の規定にかかわらず，博士前期課程

生活環境学専攻及び人間環境学専攻は，施行日の前日に当該専攻に在籍する者が当該

専攻に在籍しなくなるまでの間，存続するものとする。 

３ 改正後の国立大学法人奈良女子大学学則別表第１の規定にかかわらず，理学部におけ

る平成 19 年度から平成 21 年度までの収容定員は，次の表のとおりとする。 

学部 学科 平成 19 年度 平成 20 年度 平成 21 年度 

理学部 数学科 120 120 120 

物理科学科 155 150 145 

化学科 125 130 135 

生物科学科 140 140 140 

情報科学科 160 160 160 

第３年次編入 20 20 20 

計 720 720 720 

４ 改正後の国立大学法人奈良女子大学学則別表第２の規定にかかわらず，博士前期課程

における平成 19 年度の収容定員は，次の表のとおりとする。 

課程・専攻 平成 19 年度 

博士前期課程 国際社会文化学専攻 48 

言語文化学専攻 48 

人間行動科学専攻 36 
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生活環境学専攻 22 

人間環境学専攻 22 

食物栄養学専攻 11 

生活健康・衣環境学専攻 13 

住環境学専攻 11 

生活文化学専攻 ９ 

数学専攻 28 

物理科学専攻 30 

化学専攻 26 

生物科学専攻 32 

情報科学専攻 24 

計 360 

附 則(平成 19 年２月 23 日規程第 90 号) 

この学則は，平成 19 年４月１日から施行する。 

附 則(平成 19 年６月 22 日規程第４号) 

この学則は，平成 19 年６月 22 日から施行する。 

附 則(平成 19 年７月 12 日規程第５号) 

この学則は，平成 19 年７月 12 日から施行し，平成 19 年６月 25 日から適用する。 

附 則(平成 19 年 12 月 19 日規程第 25 号) 

この学則は，平成 19 年 12 月 19 日から施行する。ただし，第 78 条第１項第四号の改

正規定については，平成 20 年４月１日から施行する。 

附 則(平成 20 年３月 28 日規程第 32 号) 

１ この学則は，平成 20 年４月１日から施行する。 

２ 改正後の国立大学法人奈良女子大学学則第 17 条の規定にかかわらず，文学部国際社

会文化学科及び人間行動科学科は，施行日の前日に当該学科に在籍する者が当該学科

に在籍しなくなるまでの間，存続するものとする。 

附 則(平成 22 年３月 25 日規程第 75 号) 

１ この学則は，平成 22 年３月 25 日から施行し，平成 21 年４月１日から適用する。 

２ 平成 21 年３月 31 日現在において在学する者の取扱いについては，改正後の国立大

学法人奈良女子大学学則別表第４の１の規定にかかわらず，なお従前の例による。 

附 則(平成 22 年３月 25 日規程第 76 号) 

１ この学則は，平成 22 年４月１日から施行する。 

２ 平成 22 年３月 31 日現在において在学する者の取扱いについては，改正後の国立大

学法人奈良女子大学学則別表４の１の規定にかかわらず，なお従前の例による。 

附 則(平成 22 年 12 月 15 日規程第 37 号) 
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この学則は，平成 22 年 12 月 15 日から施行する。 

附 則(平成 23 年１月 19 日規程第 53 号) 

この学則は，平成 23 年４月１日から施行する。 

附 則(平成 23 年２月 16 日規程第 64 号) 

この学則は，平成 23 年２月 16 日から施行する。 

附 則(平成 24 年１月 18 日規程第 48 号) 

この学則は，平成 24 年４月１日から施行する。 

附 則(平成 24 年３月 21 日規程第 65 号) 

この学則は，平成 24 年４月１日から施行する。 

附 則(平成 24 年３月 22 日規程第 87 号) 

この学則は，平成 24 年４月１日から施行する。 

附 則(平成 25 年２月 22 日規程第 105 号) 

１ この学則は，平成 25 年４月１日から施行する。 

２ 平成 25 年３月 31 日現在において在学する者の取扱いについては，改正後の国立大

学法人奈良女子大学学則別表４の２の規定にかかわらず，なお従前の例による。 

附 則(平成 25 年３月 21 日規程第 124 号) 

この学則は，平成 25 年４月１日から施行する。 

附 則(平成 25 年４月 26 日規程第３号) 

１ この学則は，平成 25 年４月 26 日から施行し，平成 24 年４月１日から適用する。 

２ 改正後の国立大学法人奈良女子大学学則別表第３の規定にかかわらず，附属学校にお

ける平成 24 年度から平成 28 年度までの収容定員は，次の表のとおりとする。 

附属学校 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度 平成 28 年度 

附属幼稚園 156 152 150 150 150 

附属小学校 470 460 450 440 430 

附属中等教育学校 720 720 720 720 720 

附 則(平成 26 年１月 24 日規程第 81 号) 

この学則は，平成 26 年４月１日から施行する。 

附 則(平成 26 年２月 28 日規程第 90 号) 

１ この学則は，平成 26 年４月１日から施行する。 

２ 改正後の国立大学法人奈良女子大学学則第 17 条の規定にかかわらず，理学部数学科，

物理科学科，化学科，生物科学科，情報科学科及び生活環境学部生活健康・衣環境学

科は，施行日の前日に当該学科に在籍する者及び施行日以降にこれらの学科の在籍者
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が属する年次に入学する者が，当該学科に在籍しなくなるまでの間，存続するものと

する。 

３ 改正後の国立大学法人奈良女子大学学則別表第１の規定にかかわらず，文学部，理学

部及び生活環境学部における平成 26 年度から平成 28 年度までの収容定員は，次の表

のとおりとする。 

学部 学科 平成 26 年度 平成 27 年度 平成 28 年度 

文学部 人文社会学科 240 240 240 

言語文化学科 200 200 200 

人間科学科 190 180 170 

第３年次編入 40 40 36 

計 670 660 646 

理学部 数学科 90 60 30 

物理科学科 105 70 35 

化学科 105 70 35 

生物科学科 105 70 35 

情報科学科 120 80 40 

  数物科学科 63 126 189 

 数学コース (23) (46) (69) 

 物理学コース (27) (54) (81) 

 数物連携コース (13) (26) (39) 

化学生命環境学科 87 174 261 

第３年次編入 20 20 20 

計 695 670 645 

生活環境学部 食物栄養学科 140 140 140 

生活健康・衣環境学科 120 80 40 

心身健康学科 40 80 120 

 生活健康学コース (16) (32) (48) 

 スポーツ健康科学コース (12) (24) (36) 

 臨床心理学コース (12) (24) (36) 

情報衣環境学科 35 70 105 

 衣環境学コース (18) (36) (54) 

 生活情報通信科学コース (17) (34) (51) 

住環境学科 140 140 140 

生活文化学科 120 120 120 

第３年次編入 

(食物栄養学科は除く) 
20 20 24 

計 615 650 689 

４ 改正後の国立大学法人奈良女子大学学則第 18 条の規定にかかわらず，博士前期課程

生活健康・衣環境学専攻は，施行日の前日に当該専攻に在籍する者が当該専攻に在籍

しなくなるまでの間，存続するものとする。 

５ 改正後の国立大学法人奈良女子大学学則別表第２の規定にかかわらず，博士前期課程

における平成 26 年度の収容定員は，次の表のとおりとする。 
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人間文化研究科 

課程・専攻 平成 26 年度 

博士前期課程 

国際社会文化学専攻 48 

言語文化学専攻 48 

人間行動科学専攻 36 

食物栄養学専攻 22 

生活健康・衣環境学専攻 13 

心身健康学専攻 25 

住環境学専攻 22 

生活文化学専攻 18 

数学専攻 28 

物理科学専攻 28 

化学専攻 28 

生物科学専攻 32 

情報科学専攻 24 

計 372 

６ 平成 26 年３月 31 日現在において本学に在籍する者及び同在籍者が属する年次に平

成 26 年４月１日以降に入学する者の取扱いについては，改正後の国立大学法人奈良女

子大学学則別表第４の１及び別表第４の２の規定にかかわらず，なお従前の例による。 

附 則(平成 27 年３月 27 日規程第 63 号) 

１ この学則は，平成 27 年４月１日から施行する。 

２ 改正後の国立大学法人奈良女子大学学則別表第３の規定にかかわらず，附属学校にお

ける平成 27 年度から平成 28 年度までの収容定員は，次の表のとおりとする。 

附属学校 平成 27 年度 平成 28 年度 

附属幼稚園 156 144 

附属小学校 440 430 

附属中等教育学校 720 720 

附 則(平成 27 年 11 月 27 日規程第 60 号) 

この学則中，第 24 条の５の改正規定については，平成 27 年 12 月１日，その他の規定

は，平成 27 年 11 月 27 日から施行する。ただし，第 25 条第１項第六号の改正規定につ

いては，平成 27 年 10 月１日から適用する。 

附 則(平成 28 年１月 29 日規程第 83 号) 

この学則は，平成 28 年４月１日から施行する。 

附 則(平成 28 年２月 26 日規程第 90 号) 

１ この学則は，平成 28 年４月１日から施行する。 

２ 改正後の国立大学法人奈良女子大学学則別表第２の規定にかかわらず，人間文化研究

科における平成 28 年度及び平成 29 年度の収容定員は，次の表のとおりとする。 

人間文化研究科 
課程・専攻 平成 28 年度 平成 29 年度 

博士前期課程 国際社会文化学専攻 48 48 
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言語文化学専攻 42 36 

人間行動科学専攻 34 32 

食物栄養学専攻 24 26 

心身健康学専攻 43 36 

生活工学共同専攻 ７(14) 14(28) 

住環境学専攻 24 26 

生活文化学専攻 18 18 

数学専攻 28 28 

物理科学専攻 28 28 

化学専攻 34 40 

生物科学専攻 36 40 

情報科学専攻 24 24 

計 390(14) 396(28) 

博士後期課程 

比較文化学専攻 34 32 

社会生活環境学専攻 45 45 

共生自然科学専攻 38 31 

生活工学共同専攻 ２(４) ４(８) 

複合現象科学専攻 19 14 

計 138(４) 126(８) 

合計 528(18) 522(36) 

備

考 

( )内の数字は，共同教育課程である生活工学共同専攻構成大学全体の収容定員

を外数で表している。 

附 則(平成 29 年３月 23 日規程第 90 号) 

この学則は，平成 29 年４月１日から施行する。 

附 則(平成 30 年１月 31 日規程第 43 号) 

この学則は，平成 30 年３月１日から施行する。 

附 則(平成 30 年３月 29 日規程第 107 号) 

１ この学則は，平成 30 年４月１日から施行する。 

２ 改正後の国立大学法人奈良女子大学学則第 18 条の規定にかかわらず，博士前期課程

人間行動科学専攻，数学専攻，物理科学専攻，化学専攻，生物科学専攻及び情報科学

専攻は，施行日の前日に当該専攻に在籍する者が当該専攻に在籍しなくなるまでの間，

存続するものとする。 

３ 改正後の国立大学法人奈良女子大学学則別表第２の規定にかかわらず，人間文化研究

科博士前期課程における平成 30 年度の収容定員は，次の表のとおりとする。 

人間文化研究科 

課程・専攻 平成 30 年度 

博士前期課程 

人文社会学専攻 48 

言語文化学専攻 36 

人間科学専攻 12 

食物栄養学専攻 26 

心身健康学専攻 40 
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情報衣環境学専攻 10 

生活工学共同専攻 14(28) 

住環境学専攻 26 

生活文化学専攻 18 

数物科学専攻 28 

化学生物環境学専攻 42 

人間行動科学専攻 16 

数学専攻 14 

物理科学専攻 14 

化学専攻 20 

生物科学専攻 20 

情報科学専攻 12 

計 396(28) 

備

考 

( )内の数字は，共同教育課程である生活工学共同専攻構成大学全体の収容定員

を外数で表している。 

４ 施行日の前日に博士前期課程人間行動科学専攻，数学専攻，物理科学専攻，化学専攻，

生物科学専攻及び情報科学専攻に在籍する者の教育職員免許状の所要資格の取得にか

かる取扱いについては，改正後の国立大学法人奈良女子大学学則別表第４の２の規定

にかかわらず，なお従前の例による。 

附 則(平成 30 年９月 19 日規程第 29 号) 

この学則は，平成 30 年 10 月１日から施行する。 

附 則(平成 30 年 12 月 21 日規程第 48 号) 

１ この学則は，平成 31 年４月１日から施行する。 

２ 改正後の国立大学法人奈良女子大学学則別表第１の規定にかかわらず，文学部におけ

る平成 31 年度から平成 33 年度までの収容定員は，次の表のとおりとする。 

学部 学科 平成 31 年度 平成 32 年度 平成 33 年度 

文学部 人文社会学科 240 240 240 

言語文化学科 200 200 200 

人間科学科 160 160 160 

〈子ども教育専修プログラム〉 〈12〉 〈24〉 〈36〉 

第３年次編入 32 32 32 

計 632 632 632 

附 則(令和元年９月 27 日規程第 42 号) 

この学則は、令和元年９月 27 日から施行し、令和元年９月１日から適用する。 

附 則(令和２年１月 28 日規程第 62 号) 

この学則は，令和２年４月１日から施行する。 

附 則(令和２年２月 28 日規程第 77 号) 
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この学則は，令和２年２月 28 日から施行する。ただし，第 76 条第２項第一号の改正

規定については，平成 28 年４月１日から適用する。 

附 則(令和２年２月 28 日規程第 78 号) 

１ この学則は，令和２年４月１日から施行する。 

２ 改正後の国立大学法人奈良女子大学学則第 18 条の規定にかかわらず，人間文化総合

科学研究科博士後期課程比較文化学専攻，社会生活環境学専攻，共生自然科学専攻及

び複合現象科学専攻は，施行日の前日に当該専攻に在籍する者が当該専攻に在籍しな

くなるまでの間，存続するものとする。 

３ 改正後の国立大学法人奈良女子大学学則別表第２の規定にかかわらず，人間文化総合

科学研究科博士後期課程における令和２年度及び令和３年度の収容定員は，次の表の

とおりとする。 

人間文化総合科学研究

科 

課程・専攻 令和２年度 令和３年度 

博士前期課

程 

人文社会学専攻 

言語文化学専攻 

人間科学専攻 

食物栄養学専攻 

心身健康学専攻 

情報衣環境学専攻 

生活工学共同専攻 

住環境学専攻 

生活文化学専攻 

数物科学専攻 

化学生物環境学専

攻 

４８ 

３６ 

２４ 

２６ 

４４ 

２０ 

１４（２８） 

２６ 

１８ 

５６ 

８４ 

４８ 

３６ 

２４ 

２６ 

４４ 

２０ 

１４（２８） 

２６ 

１８ 

５６ 

８４ 

計 
３９６（２

８） 

３９６（２

８） 

博士後期課

程 

人文科学専攻 

生活環境科学専攻 

自然科学専攻 

生活工学共同専攻 

１２ 

１４ 

１０ 

６（１２） 

２４ 

２８ 

２０ 

６（１２） 

計 ４２（１２） ７８（１２） 

比較文化学専攻 

社会生活環境学専

攻 

共生自然科学専攻 

複合現象学専攻 

２０ 

３０ 

１６ 

６ 

１０ 

１５ 

８ 

３ 

計 ７２ ３６ 

小 計 
１１４（１

２） 

１１４（１

２） 

合 計 
５１０（４

０） 

５１０（４

０） 

備考 （ ）内の数字は，共同教育課程である生活工学共同専攻構成大学全体の収容

定員を外数で表している。 

附 則(令和２年 12 月 18 日規程第 88 号) 
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この学則は，令和３年４月１日から施行する。 

附 則(令和２年 12 月 18 日規程第 86 号) 

この学則は，令和３年４月１日から施行する。 

附 則(令和２年 12 月 18 日規程第 87 号) 

この学則は，令和２年 12 月 18 日から施行する。 

附 則(令和４年４月１日女子大学則第１号) 

１ この学則は，令和４年４月１日から施行する。 

２ 改正後の奈良女子大学学則第５条の規定にかかわらず，生活環境学部情報衣環境学科

は，施行日の前日に当該学科に在籍する者及び施行日以降にこれらの学科の在籍者が

属する年次に入学する者が，当該学科に在籍しなくなるまでの間，存続するものとす

る。 

３ 改正後の奈良女子大学学則別表第１の規定にかかわらず，理学部，生活環境学部及び

工学部における令和４年度から令和６年度までの収容定員は，次の表のとおりとする。 

学部 学科 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

理学部 数物科学科 246 240 234 

数学コース (90) (88) (86) 

物理学コース (106) (104) (102) 

数物連携コース (50) (48) (46) 

化学生物環境学科 339 330 321 

第３年次編入 20 20 20 

計 605 590 575 

生活環境学部 食物栄養学科 140 140 140 

心身健康学科 155 150 145 

生活健康学コース (60) (56) (52) 

スポーツ健康科学コース (47) (46) (45) 

臨床心理学コース (48) (48) (48) 

情報衣環境学科 105 70 35 

衣環境学コース (54) (36) (18) 

生活情報通信科学コース (51) (34) (17) 

住環境学科 135 130 125 

文化情報学科 45 90 135 

生活文化学コース (30) (60) (90) 

生活情報通信科学コース (15) (30) (45) 

生活文化学科 90 60 30 

第３年次編入 
28 28 18 

(食物栄養学科を除く) 

計 698 668 628 

工学部 工学科 45 90 135 

第３年次編入 ０ ０ 10 

計 45 90 145 
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４ 施行日の前日に生活環境学部情報衣環境学科衣環境学コース，生活情報通信科学コー

ス及び生活文化学科に在籍する者及び施行日以降にこれらの学科，コースの在籍者が

属する年次に入学する者の教育職員免許状の所要資格の取得にかかる取扱いについて

は，改正後の奈良女子大学学則別表第３の１の規定にかかわらず，なお従前の例によ

る。 

附 則(令和５年３月 15 日女子大学則第２号) 

この学則は、令和５年４月１日から施行する。 

附 則(令和６年３月 27 日女子大学則第１号) 

この学則は、令和６年４月１日から施行する。 

附 則(令和７年３月 26 日女子大学則第１号) 

１ この学則は、令和７年４月１日から施行する。 

２ 改正後の奈良女子大学学則別表第２の規定にかかわらず，博士前期課程における令和

７年度の収容定員は，表のとおりとする。 

人間文化総合科学研究科 

課程・専攻 令和７年度 

博士前期課程 人文社会学専攻 48 

〈社会人ﾘｶﾚﾝﾄ教育ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ〉 〈２〉 

言語文化学専攻 36 

人間科学専攻 24 

食物栄養学専攻 26 

心身健康学専攻 44 

情報衣環境学専攻 20 

生活工学共同専攻 14(28) 

住環境学専攻 26 

生活文化学専攻 18 

数物科学専攻 56 

化学生物環境学専攻 84 

計 396(28) 

備考１．  ( )内の数字は，共同教育課程である生活工学共同専攻構成大学全体の入

学定員及び収容定員を外数で表している。 

備考２．〈 〉内の数字は，専攻の内数を示す。 

附 則(令和７年５月 21 日女子大学則第１号) 

１ この学則は，令和７年５月 21 日から施行し，令和７年４月１日から適用する。 

２ 改正後の奈良女子大学学則別表第１の規定にかかわらず，生活環境学部における令和

７年度から令和９年度までの収容定員は，次の表のとおりとする。 

学部 学科 令和７年度 令和８年度 令和９年度 

生活環境学部 

食物栄養学科 140 140 140 

心身健康学科 140 140 140 

生活健康学コース (48) (48) (48) 
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スポーツ健康科学コース (44) (44) (44) 

臨床心理学コース (48) (48) (48) 

住環境学科 120 120 120 

文化情報学科 192 204 216 

生活文化学コース (120) (120) (120) 

生活情報通信科学コース (72) (84) (96) 

第３年次編入 

(食物栄養学科を除く) 
16 24 24 

計 608 628 640 

附 則(--年--月--日学則第--号) 

１ この学則は，令和８年４月１日から施行する。 

２ 改正後の奈良女子大学学則第６条の規定にかかわらず，人間文化総合科学研究科博士

前期課程生活工学共同専攻は，施行日の前日に当該専攻に在籍する者が当該専攻に在

籍しなくなるまでの間，存続するものとする。 

３ 改正後の奈良女子大学学則別表第２の規定にかかわらず，博士前期課程及び修士課程

における令和８年度の収容定員は，次の表のとおりとする。 

人

間

文

化

総

合

科

学

研

究

科 

課程・専攻 
令和８年

度 

博士前期課程 

人文社会学専攻 42 

〈社会人ﾘｶﾚﾝﾄ教育ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ〉 〈４〉 

言語文化学専攻 30 

人間科学専攻 24 

食物栄養学専攻 26 

心身健康学専攻 44 

情報環境学専攻 

生活工学共同専攻 

20 

7(14) 

住環境学専攻 26 

生活文化学専攻 16 

数物科学専攻 56 

化学生物環境学専攻 84 

計 375(14) 

修士課程 工学専攻 25 

備考１． （ ）内の数字は，共同教育課程である生活工学共同専攻構成大学全体の

収容定員を外数で表している。 

備考２． 〈 〉は専攻の内数を示す。 

別表第１ 

学部 学科・コース等 入学定員 第３年次編入学定員 収容定員 

文学部 人文社会学科 60 ６ 252 

言語文化学科 50 ５ 210 

人間科学科 40 ５ 170 
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〈子ども教育専修プログラム〉 〈12〉 〈48〉 

計 150 16 632 

理学部 数物科学科 57 ４ 236 

数学コース (21) (84) 

物理学コース (25) (100) 

数物連携コース (11) (44) 

化学生物環境学科 78 ６ 324 

計 135 10 560 

生活環境学部 食物栄養学科 35 ０ 140 

心身健康学科 35 ２ 144 

生活健康学コース (12) (48) 

スポーツ健康科学コース (11) (44) 

臨床心理学コース (12) (48) 

住環境学科 30 １ 122 

文化情報学科 57 ９ 246 

生活文化学コース (30) （１） (122) 

生活情報通信科学コース (27） （８） (124) 

計 157 12 652 

工学部 工学科 45 10 200 

計 45 10 200 

合計 487 48 2,044 

備考 

1. 別表第１中編入学には転学を含むものとする。

2. 入学定員及び収容定員の( )内は各学科の内訳を示す。

3. 〈 〉内は，学科の内数を示す。

別表第２ 

人間文化総合科学研究

科 

課程・専攻 
入学定

員 

収容定

員 

博士前期課

程 

人文社会学専攻 18 36 

〈社会人ﾘｶﾚﾝﾄ教育ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ〉 〈２〉 〈４〉 

言語文化学専攻 12 24 

人間科学専攻 12 24 

食物栄養学専攻 13 26 

心身健康学専攻 22 44 

情報環境学専攻 10 20 

住環境学専攻 13 26 

生活文化学専攻 ７ 14 

数物科学専攻 28 56 

化学生物環境学専攻 42 84 
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計 177 354 

修士課程 工学専攻 25 50 

博士後期課

程 

人文科学専攻 12 36 

生活環境科学専攻 14 42 

自然科学専攻 10 30 

生活工学共同専攻 ２(４) ６(12) 

計 38(４) 114(12) 

合計 240(４) 518(12) 

備考 

1. (  )内の数字は，共同教育課程である生活工学共同専攻構成大学全体の入学定員

及び収容定員を外数で表している。 

2. 〈 〉内の数字は，専攻の内数を示す。

別表第３の１ 

学部 学科・コース等 免許状の種類 教科 

文学部 

人文社会学科 
中学校教諭一種免許状 社会 

高等学校教諭一種免許状 地理歴史，公民 

言語文化学科 
中学校教諭一種免許状 国語，英語 

高等学校教諭一種免許状 国語，書道，英語 

人間科学科 

子ども教育専修プログラム 

幼稚園教諭一種免許状 

小学校教諭一種免許状 

理学部 

数物科学科数学コース 
中学校教諭一種免許状 数学 

高等学校教諭一種免許状 数学 

数物科学科物理学コース 
中学校教諭一種免許状 理科 

高等学校教諭一種免許状 理科 

化学生物環境学科 
中学校教諭一種免許状 理科 

高等学校教諭一種免許状 理科 

生活環境学部 

食物栄養学科 

中学校教諭一種免許状 家庭 

高等学校教諭一種免許状 家庭 

栄養教諭一種免許状 

心身健康学科 

生活健康学コース 

中学校教諭一種免許状 家庭 

高等学校教諭一種免許状 家庭 

心身健康学科 

スポーツ健康科学コース

中学校教諭一種免許状 保健体育 

高等学校教諭一種免許状 保健体育 

住環境学科 
中学校教諭一種免許状 家庭 

高等学校教諭一種免許状 家庭 

文化情報学科 

生活文化学コース 

中学校教諭一種免許状 家庭 

高等学校教諭一種免許状 家庭 

文化情報学科 

生活情報通信科学コース 
高等学校教諭一種免許状 情報 

別表第３の２ 
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課程 専攻 免許状の種類 教科 

博士前期課程 

人文社会学専攻 
中学校教諭専修免許状 社会 

高等学校教諭専修免許状 地理歴史，公民 

言語文化学専攻 
中学校教諭専修免許状 国語，英語 

高等学校教諭専修免許状 国語，英語 

人間科学専攻 
幼稚園教諭専修免許状 

小学校教諭専修免許状 

食物栄養学専攻 

中学校教諭専修免許状 家庭 

高等学校教諭専修免許状 家庭 

栄養教諭専修免許状 

心身健康学専攻 
中学校教諭専修免許状 家庭，保健体育 

高等学校教諭専修免許状 家庭，保健体育 

情報環境学専攻 高等学校教諭専修免許状 情報 

生活工学共同専攻 
中学校教諭専修免許状 家庭 

高等学校教諭専修免許状 家庭 

住環境学専攻 
中学校教諭専修免許状 家庭 

高等学校教諭専修免許状 家庭 

生活文化学専攻 
中学校教諭専修免許状 家庭 

高等学校教諭専修免許状 家庭 

数物科学専攻 
中学校教諭専修免許状 数学，理科 

高等学校教諭専修免許状 数学，理科 

化学生物環境学専攻 
中学校教諭専修免許状 理科 

高等学校教諭専修免許状 理科 

-学則-31



奈良女子大学学則 変更事項を記載した書類

１．変更の事由

奈良女子大学に、新たに工学専攻（修士課程）を設置することに伴い、所要の改正を行う。

２．主な変更点

ア．大学院人間文化総合科学研究科に、新たに工学専攻（修士課程）を設置する。

イ．上記専攻の設置に伴い、人間文化総合科学研究科の区分に修士課程を設けるとともに、

博士前期課程から生活工学共同専攻を削る。

３．施行予定日

令和８年４月１日
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奈良女子大学学則一部改正 新旧対照表（案） 

改正の趣旨：①令和8年4月工学専攻（修士課程）の設置並びにそれに伴う生活工学共同専攻（博士前期課程）の募集停止のため。 

②令和8年度から博士前期課程の入学定員及び収容定員の変更のため。 

新 旧 

第２章 学部及び大学院 第２章 学部及び大学院 

(大学院) 

第６条 (略) 

(大学院) 

第６条 (略) 

２ 研究科は，博士課程及び修士課程とし，博士課程は，前期２年の課程

(以下「博士前期課程」という。)及び後期３年の課程(以下「博士後期

課程」という。)に区分する。この場合において，博士前期課程は修士

課程として取り扱うものとする。 

２ 研究科は，博士課程及び修士課程とし，博士課程は，前期２年の課程

(以下「博士前期課程」という。)及び後期３年の課程(以下「博士後期

課程」という。)に区分する。この場合において，博士前期課程は修士

課程として取り扱うものとする。 

３ 博士前期課程に，次の専攻を置く。 

人文社会学専攻 

言語文化学専攻 

人間科学専攻 

食物栄養学専攻 

心身健康学専攻 

情報環境学専攻 

生活工学共同専攻 

住環境学専攻 

生活文化学専攻 

数物科学専攻 

化学生物環境学専攻 

３ 博士前期課程に，次の専攻を置く。 

人文社会学専攻 

言語文化学専攻 

人間科学専攻 

食物栄養学専攻 

心身健康学専攻 

情報環境学専攻 

生活工学共同専攻 

住環境学専攻 

生活文化学専攻 

数物科学専攻 

化学生物環境学専攻 

４ 修士課程に，次の専攻を置く。 

工学専攻 

(新設) 

５ (略) ４ (略) 
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６ 第３項及び第５項の生活工学共同専攻は，お茶の水女子大学大学院人

間文化創成科学研究科生活工学共同専攻と共同で実施する。 

５ 第３項及び第４項の生活工学共同専攻は，お茶の水女子大学大学院人

間文化創成科学研究科生活工学共同専攻と共同で実施する。 

７ (略) ６ (略) 

８ (略) ７ (略) 

９ (略) ８ (略) 

第３章 通則 第３章 通則 

第３節 休学，留学，退学，除籍及び再入学 第３節 休学，留学，退学，除籍及び再入学 

(休学) 

第15条 (略) 

(休学) 

第15条 (略) 

２ (略) ２ (略) 

３ 休学期間は，通算して，学部においては４年，大学院の博士前期課程

及び修士課程においては２年，博士後期課程においては３年を超えるこ

とができない。 

３ 休学期間は，通算して，学部においては４年，大学院の博士前期課程

及び修士課程においては２年，博士後期課程においては３年を超えるこ

とができない。 

４・５ (略) ４・５ (略) 

第５章 大学院 第５章 大学院 

第１節 入学，進学及び編入学等 第１節 入学，進学及び編入学等 

(博士前期課程及び修士課程の入学資格) 

第72条 博士前期課程及び修士課程に入学することのできる者は，次の

各号のいずれかに該当する女子とする。 

(博士前期課程及び修士課程の入学資格) 

第72条 博士前期課程及び修士課程に入学することのできる者は，次の

各号のいずれかに該当する女子とする。 

(１)～(10) (略) (１)～(10) (略) 

(博士後期課程への進学) 

第74条 本学大学院の博士前期課程及び修士課程から引き続き博士後期

課程に進学することのできる者は，本学大学院の博士前期課程及び修士

課程を修了した者とする。 

(博士後期課程への進学) 

第74条 本学大学院の博士前期課程及び修士課程から引き続き博士後期

課程に進学することのできる者は，本学大学院の博士前期課程及び修士

課程を修了した者とする。 

(削る) ２ 前項の規定にかかわらず，お茶の水女子大学大学院人間文化創成科学
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研究科生活工学共同専攻の博士前期課程を修了し，引き続き本学大学院

人間文化総合科学研究科生活工学共同専攻の博士後期課程に入学する者

についても，進学として取り扱うものとする。 

(博士前期課程及び修士課程修了後の他専攻への入学) 

第76条 本学大学院の博士前期課程及び修士課程を修了し，更に同課程

の他の専攻に入学を志願する者については，収容定員を考慮の上，研究

科教授会の議を経て，学長が入学を許可することがある。 

(博士前期課程及び修士課程修了後の他専攻への入学) 

第76条 本学大学院の博士前期課程及び修士課程を修了し，更に同課程

の他の専攻に入学を志願する者については，収容定員を考慮の上，研究

科教授会の議を経て，学長が入学を許可することがある。 

第２節 修業年限及び在学年限 第２節 修業年限及び在学年限 

(博士前期課程及び修士課程の標準修業年限) 

第80条 博士前期課程及び修士課程の標準修業年限は，２年とする。 

(博士前期課程及び修士課程の標準修業年限) 

第80条 博士前期課程及び修士課程の標準修業年限は，２年とする。 

２ 博士前期課程及び修士課程の在学年限は，４年を超えることができな

い。 

２ 博士前期課程及び修士課程の在学年限は，４年を超えることができな

い。 

第３節 授業科目及び履修単位 第３節 授業科目及び履修単位 

(授業科目) 

第83条 博士前期課程、修士課程及び博士後期課程における授業科目

は，別に定める。 

(授業科目) 

第83条 博士前期課程、修士課程及び博士後期課程における授業科目

は，別に定める。 

(博士前期課程及び修士課程の修了要件となる単位数等) 

第84条 博士前期課程及び修士課程における修了に必要な単位は30単位

以上とし，詳細は研究科でこれを定める。 

(博士前期課程及び修士課程の修了要件となる単位数等) 

第84条 博士前期課程及び修士課程における修了に必要な単位は 30単位

以上とし，詳細は研究科でこれを定める。 

(他大学の大学院又は外国の大学の大学院における授業科目の履修等) 

第88条 (略) 

(他大学の大学院又は外国の大学の大学院における授業科目の履修等) 

第88条 (略) 

２ 前項の規定により学生が他の大学の大学院又は外国の大学の大学院に

おいて修得した単位は，博士前期課程及び修士課程にあっては15単

位，博士後期課程にあっては４単位をそれぞれ超えない範囲で，本学大

学院において履修したものとして認定し，第 84条及び第85条に規定す

る単位に充当することができる。 

２ 前項の規定により学生が他の大学の大学院又は外国の大学の大学院に

おいて修得した単位は，博士前期課程及び修士課程にあっては15単

位，博士後期課程にあっては４単位をそれぞれ超えない範囲で，本学大

学院において履修したものとして認定し，第 84条及び第 85条に規定す

る単位に充当することができる。 
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３ (略) ３ (略) 

(他大学の大学院又は外国の大学の大学院における研究指導) 

第89条 教育上有益と認めるときは，他の大学の大学院(外国の大学の大

学院を含む。)又は研究所等(外国の研究機関を含む。)(以下「当該大学

院等」という。)との事前の協議に基づき，学生に当該大学院等におい

て研究指導を受けさせることができる。ただし，博士前期課程及び修士

課程の学生については，当該研究指導を受けさせる期間は，１年を超え

ないものとする。 

(他大学の大学院又は外国の大学の大学院における研究指導) 

第89条 教育上有益と認めるときは，他の大学の大学院(外国の大学の大

学院を含む。)又は研究所等(外国の研究機関を含む。)(以下「当該大学

院等」という。)との事前の協議に基づき，学生に当該大学院等におい

て研究指導を受けさせることができる。ただし，博士前期課程及び修士

課程の学生については，当該研究指導を受けさせる期間は，１年を超え

ないものとする。 

(入学前の既修得単位の認定) 

第90条 教育上有益と認めるときは，学生が本学大学院に入学する前に

大学院において修得した単位(大学院において科目等履修生として修得

した単位を含む。)を，博士前期課程及び修士課程にあっては15単位，

博士後期課程にあっては４単位をそれぞれ超えない範囲で，本学大学院

において履修したものとして認定し，第 84条及び第85条に規定する単

位に充当することができる。ただし，博士前期課程及び修士課程にあっ

ては，第88条第２項により修得したものとみなす単位数と合わせて20

単位を限度とする。 

(入学前の既修得単位の認定) 

第90条 教育上有益と認めるときは，学生が本学大学院に入学する前に

大学院において修得した単位(大学院において科目等履修生として修得

した単位を含む。)を，博士前期課程及び修士課程にあっては15単位，

博士後期課程にあっては４単位をそれぞれ超えない範囲で，本学大学院

において履修したものとして認定し，第 84条及び第 85条に規定する単

位に充当することができる。ただし，博士前期課程及び修士課程にあっ

ては，第88条第２項により修得したものとみなす単位数と合わせて 20

単位を限度とする。 

第４節 成績評価，課程修了の認定及び学位の授与 第４節 成績評価，課程修了の認定及び学位の授与 

(学位の授与) 

第95条 学長は，博士前期課程及び修士課程を修了した者には，修士の

学位を授与する。 

(学位の授与) 

第95条 学長は，博士前期課程及び修士課程を修了した者には，修士の

学位を授与する。 

２・３ (略) ２・３ (略) 

別表第２ 別表第２ 

人間文化総合科学

研究科 
課程・専攻 

入学定

員 

収容定

員 

人間文化総合科学

研究科 
課程・専攻 

入学定

員 

収容定

員 
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博士前期

課程 

人文社会学専攻 18 36 

 〈社会人ﾘｶﾚﾝﾄ教育ﾌ゚ ﾛ

ｸ゙ ﾗﾑ〉 
〈２〉 〈４〉 

言語文化学専攻 12 24 

人間科学専攻 12 24 

食物栄養学専攻 13 26 

心身健康学専攻 22 44 

情報環境学専攻 10 20 

 

住環境学専攻 

 

13 

 

26 

生活文化学専攻 ７ 14 

数物科学専攻 28 56 

化学生物環境学専攻 42 84 

計 177 354 

修士課程 工学専攻 25 50 

博士後期

課程 

人文科学専攻 12 36 

生活環境科学専攻 14 42 

自然科学専攻 10 30 

生活工学共同専攻 ２(４) ６(12) 

計 38(４) 114(12) 

合計 240(４) 518(12) 
 

博士前期

課程 

人文社会学専攻 24 48 

 〈社会人ﾘｶﾚﾝﾄ教育ﾌ゚ ﾛ

ｸ゙ ﾗﾑ〉 
〈２〉 〈４〉 

言語文化学専攻 18 36 

人間科学専攻 12 24 

食物栄養学専攻 13 26 

心身健康学専攻 22 44 

情報環境学専攻 10 20 

生活工学共同専攻 ７(14) 14(28) 

住環境学専攻 13 26 

生活文化学専攻 ９ 18 

数物科学専攻 28 56 

化学生物環境学専攻 42 84 

計 198(14) 396(28) 

博士後期

課程 

人文科学専攻 12 36 

生活環境科学専攻 14 42 

自然科学専攻 10 30 

生活工学共同専攻 ２(４) ６(12) 

計 38(４) 114(12) 

合計 236(18) 510(40) 
 

附 則 

１ この学則は，令和８年４月１日から施行する。 

２ 改正後の奈良女子大学学則第６条の規定にかかわらず，人間文化総合

科学研究科博士前期課程生活工学共同専攻は，施行日の前日に当該専攻
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に在籍する者が当該専攻に在籍しなくなるまでの間，存続するものとす

る。 

３ 改正後の奈良女子大学学則別表第２の規定にかかわらず，博士前期課

程及び修士課程における令和８年度の収容定員は，次の表のとおりとす

る。 

人間文化総合科

学研究科 

課程・専攻 令和８年度 

博士前期課

程 

人文社会学専攻 42 

 〈社会人ﾘｶﾚﾝﾄ教育

ﾌ゚ ﾛｸ゙ ﾗﾑ〉 
〈４〉 

言語文化学専攻 30 

人間科学専攻 24 

食物栄養学専攻 26 

心身健康学専攻 44 

情報環境学専攻 

生活工学共同専攻 

20 

7(14) 

住環境学専攻 26 

生活文化学専攻 16 

数物科学専攻 56 

化学生物環境学専攻 84 

計 375（14） 

修士課程 工学専攻 25 

備考１． （ ）内の数字は，共同教育課程である生活工学共同専攻

構成大学全体の収容定員を外数で表している。 

備考２． 〈 〉は専攻の内数を示す。 
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○奈良女子大学大学院人間文化総合科学研究科教授会規則（案）

(平成 12 年３月 15 日規程第 16 号) 

改正 平成 16 年４月１日 平成 18 年 12 月 21 日規程第 122 号 

平成 24 年９月 19 日規程第 32 号 平成 27 年６月 25 日規程第 44 号 

令和２年２月６日規程第 159 号 令和４年４月１日女子大規程第 69 号 

--年--月--日規則第--号 

(趣旨) 

第１条 奈良女子大学大学院人間文化総合科学研究科教授会(以下「研究科教授会」とい

う。)の議事及び運営は，奈良女子大学教授会規程(平成 16 年４月１日制定)に定める

もののほか，この規則の定めるところによる。 

(構成) 

第２条 研究科教授会は，人間文化総合科学研究科長(以下「研究科長」という。)及び

人間文化総合科学研究科(以下「研究科」という。)担当の教授をもって組織する。 

２ 前項に定める構成員のほか，研究科教授会が必要と認めたときは，研究科担当の准教

授，講師及び助教を加えることができる。 

(審議事項) 

第３条 研究科教授会は，学長が次に掲げる事項について決定を行うに当たり意見を述べ

るものとする。 

(１) 学生の入学及び課程の修了

(２) 学位の授与

(３) 前二号に掲げるもののほか，教育研究に関する重要な事項で，研究科教授会の

意見を聴くことが必要なものとして学長が定めるもの 

２ 研究科教授会は，前項に規定するもののほか，学長及び研究科長(以下この項におい

て「学長等」という。)がつかさどる教育研究に関する事項について審議し，及び学長

等の求めに応じ，意見を述べることができる。 

(会議の招集及び議長) 

第４条 研究科長は，研究科教授会を招集してその議長となる。 

２ 研究科長に事故あるときは，研究科教授会の構成員である教授の中から，研究科長が

あらかじめ指名した者がその職務を代行する。 

第５条 研究科長は，研究科教授会構成員の３分の２以上の要求があった場合は，研究科

教授会を招集しなければならない。 

(定足数) 

第６条 研究科教授会は，研究科教授会構成員の３分の２以上の出席をもって成立する。 

２ 海外渡航中，休職中及び長期病気休暇中等の者は，研究科教授会の構成員に算入しな

い。 

(議決) 

第７条 議事は，出席者の過半数をもって決し，可否同数のときは議長の決するところに

よる。 
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(代議員会) 

第８条 研究科教授会に，代議員会を置く。 

２ 代議員会は，研究科教授会から委任された事項を審議し，その議決をもって研究科教

授会の議決に代えるものとする。 

３ 代議員会に関する事項は，別に定める。 

(運営委員会) 

第９条 研究科教授会に，運営委員会を置く。 

２ 運営委員会に関する事項は，別に定める。 

(分科会) 

第 10 条 博士前期課程に，文学系分科会，生活環境学系分科会及び理学系分科会を置き，

修士課程に工学系分科会を置く。 

２ 分科会に関する事項は，別に定める。 

(専攻会議) 

第 11 条 博士後期課程に，人文科学専攻会議，生活環境科学専攻会議，自然科学専攻会

議及び生活工学共同専攻会議を置く。 

２ 専攻会議に関する事項は，別に定める 

(研究科長候補者等の選考) 

第 12 条 研究科長候補者及び評議員の選考に関しては，研究科教授会が別に定める。 

(事務) 

第 13 条 研究科教授会の事務は，学務課において処理する。 

(雑則) 

第 14 条 この規則に定めるもののほか，研究科教授会に関する必要な事項については，

研究科教授会が定める。 

附 則 

１ この規則は，平成 12 年４月１日から施行する。 

２ 奈良女子大学大学院人間文化研究科会議規程(昭和 56 年３月 18 日制定)は，廃止す

る。 

附 則(平成 16 年４月１日) 

この規則は，平成 16 年４月１日から施行する。 

附 則(平成 18 年 12 月 21 日規程第 122 号) 

この規則は，平成 19 年４月１日から施行する。 

附 則(平成 24 年９月 19 日規程第 32 号) 

この規則は，平成 24 年９月 19 日から施行し，平成 24 年４月１日から適用する。 

附 則(平成 27 年６月 25 日規程第 44 号) 

この規則は，平成 27 年６月 25 日から施行し，平成 27 年４月１日から適用する。 
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附 則(令和２年２月６日規程第 159 号) 

この規則は，令和２年４月１日から施行する。 

附 則(令和４年４月１日女子大規程第 69 号) 

この規則は、令和４年４月１日から施行する。 

附 則(--年--月--日規則第--号) 

この規則は，令和８年４月１日から施行する。 
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１ 設置の趣旨及び必要性 

1.1  社会的背景 

（１）社会構造や産業構造の変化

近年の急速に進む少子高齢化など、わが国では労働力人口の減少による国力の低下が危惧さ

れている。社会構造の変化に伴い人材の確保が大きな問題となっている現在、企業における雇用

の延長や定年の廃止など、長く働き続けられる社会的な制度を整備することに加えて、これまでは

出産、育児等のライフイベントなどの理由から家庭にとどまることが多かった女性が、仕事などを通

じて社会で活躍することが望まれている。 

このような社会構造の変化を踏まえて、政府は、「女性の職業生活における活躍の推進に関す

る法律」（平成 27 年 9 月施行、女性活躍推進法）などを策定し、女性が活躍しやすい社会の構

築を目標に掲げている。しかし、SDGs 達成度 (SDG Index) などでも、欧米諸国に比べて、わが

国における国会議員や企業の管理職における女性の比率の低さが指摘されている。このような状

況を受け、女性活躍推進法も改正され（令和 2 年 6 月から施行）、多様な人材を積極的に活用す

るダイバーシティへの意識が高まりつつある。たとえば、平成 27 年度から「ダイバーシティ研究環

境実現イニシアティブ」などの公募も行われている。 

また、上記の社会構造の変化に加えて、インターネットに代表される近年の情報通信技術を中

心とする科学技術の革新、いわゆるデジタル革命により、わが国の産業構造や社会基盤も変化し

つつある。このため、「日本再興戦略 2016」（平成 28 年 6 月）や「未来投資戦略 2017（平成 

29 年 6 月閣議決定）」「未来投資戦略 2018（平成 30 年 6 月閣議決定）」などにおいても、近

年急激に生じている第 4 次産業革命（AI（人工知能）、ビッグデータ、IoT (Internet of Things) 等

のイノベーション）を、あらゆる産業や社会生活に取り入れることにより、様々な社会課題を解決す

る「Society 5.0」の実現を重点施策の一つとして掲げている。たとえば、IoT などで実世界から得ら

れる様々な情報をサイバー空間で AI により処理し、その結果を実世界にフィードバックすること

で社会課題を解決するサイバー・フィジカル・システムなども注目を集めている。 

第 4 次産業革命や Society 5.0 の実現に向けて実施してきた、第 5 期科学技術基本計画

（平成 28 年 1 月閣議決定）や科学技術イノベーション総合戦略 2017 （平成 29 年 6 月閣議

決定）での取り組みを受けて、統合イノベーション戦略 2019 （令和元年 6 月閣議決定）から始ま

る統合イノベーション戦略 2024（令和 6 年 6 月閣議決定）までにおいても、強化すべき分野で

の展開の一つとしてあらゆるシーンでの AI 活用や AI の技術開発が挙げられている。これからの

「読み・書き・そろばん」である AI 技術を使いこなす IT リテラシーを誰もが持つことの重要性を指

摘し、IT 人材を年数十万人規模で育成・採用できる体制を確立することを目標として設定し、大学

改革等によるイノベーション・エコシステムの創出を促している。たとえば、令和 4 年度から始まっ

た大学・高専機能強化支援事業における高度情報専門人材の確保に向けた機能強化に係る支

援（支援２）なども行われている。 
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（２）工学系人材の養成に対する社会の要請と期待

上記のような社会構造や産業構造の変化に呼応し、文部科学省は、理工系人材の戦略的育成

に向けて、平成 27 年３月に「理工系人材育成戦略」を策定した。理工系人材に期待される活躍と

して「新しい価値の創造及び技術革新」「起業、新規事業化」「産業基盤を支える技術の発展維持」

「第三次産業を含む多様な業界での力量発揮」を示すとともに、より高度な能力を有する人材育成

の重要性を指摘し、高等教育を担う国立大学において教育研究組織の整備・再編を通じてその機

能を強化することを掲げている。この戦略においても、女性の理工系分野への進出の推進を 7 番

目の重点項目として挙げ、理工系分野における女性人材の育成の重要性を指摘している。 

また、社会から求められる人材育成の実現に向けた教育方法の見直しとして、「大学における工

学系教育の在り方について（中間まとめ）」（平成 29 年 6 月）や「工学系教育改革制度設計等に

関する懇談会取りまとめ」（平成 30 年 3 月）が報告された。さらに、「2040 年に向けた高等教育

のグランドデザイン」（平成 30 年 11 月、中央教育審議会答申）においても、予測不可能な時代

において協働して社会と世界に貢献できる人材を育成するために、学修者の「主体的な学び」の

質を高めるシステムを構築することの重要性が指摘されている。 

これらの提案に共通して求められていることは、社会構造や産業構造の急速な変化に対応しつ

つ、新たな課題に柔軟かつ的確に対応できる人材の育成である。さらに、世界で破壊的イノベー

ションが進行し、国際競争などのあり方が一変するなかで Society5.0 を実現するためには、未来を

切り開くための新規分野の創出や、分野横断的なアイディアを生み出せる人材の育成が企業など

から求められている。このため、「主体的な学修態度を身につけ、分野横断的な知識に基づいて多

様な課題に自ら取り組むことができる人材」「課題の完遂に必要な専門知識と技術を備えた人材」

「多様な専門家とチームで協働し、異分野間でも効果的なコミュニケーションができる人材」を育成

することが重要となる。このような要請や期待に応えるためには、分野横断的にものごとを考えるこ

とに優れる女性を積極的に工学分野に導入することが重要となる。 

【資料１：「養成する人材像への企業からの意見（抜粋）」参照】 

【資料２：「産業界から求められる工学系人材像」参照】 

1.2  本学の設置経緯と教育研究を通じて果たしてきた貢献 

1.2.1  本学の設置経緯と沿革 

奈良女子大学は、昭和 24 年に「女子の最高教育機関として、広く知識を授けるとともに、専門

の学術文化を教授、研究し、女子の特性に即してその能力を展開させる」ことを目的として発足し、

今日に至っている。本学は現在、文学部、理学部、生活環境学部、工学部の４学部とこれらの教育

研究分野を総合した大学院人間文化総合科学研究科から成り、教育研究に関して次の３つの理

念を掲げている。 

理念１  男女共同参画社会をリードする人材の育成 

―女性の能力発現をはかり情報発信する大学へ― 

理念２  教養教育、基礎教育の充実と専門教育の高度化 
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理念３  高度な基礎研究と学際研究の追究 

このような基本理念に基づき、我が国における女性の高等教育機関として、本学は数多くの女

性人材を育成し、社会に輩出してきた。さらに、社会の要請や時代の変化に対応した女性人材を

育成するために、「今後の国立大学の機能強化に向けての考え方」を踏まえ、本学はこれまで教育

研究組織の見直しを行ってきた。 

教育研究組織の見直しの過程では、まず平成 26 年度の全学的な学部の組織変更と同時に、

大学院人間文化研究科博士前期課程の一部の組織変更を行った。その際、博士前期課程の全

体的見直しや博士後期課程の組織変更については、学部の組織変更の成果を見極めつつ進め

る方針を打ち出した。これを踏まえ、第３期中期計画に基づき、まず、平成 30 年度に大学院人間

文化研究科博士前期課程の組織変更を行った。この組織変更は、近年の教育研究組織の見直し

の一環として、広い視野を持ち高度な専門能力を有する女性リーダーを育成し、地域、日本、そし

て国際社会が直面している数多くの課題の解決に貢献する人材を養成することを目指して実施し

たものである。また、令和 2 年度には大学院人間文化研究科の組織名を大学院人間文化総合科

学研究科に変更するとともに、博士後期課程の組織変更を行った。なお、平成 30 年度の組織変

更に先立ち、平成 28 年度には、お茶の水女子大学と共同運営する生活工学共同専攻を、大学

院人間文化研究科の博士前期課程と後期課程に新設した。 

さらに、従来のハードウェアに加えてサービスも含む「ものづくり」に共通する課題への対処と、社 

会が求める新たな女性人材の輩出における課題解決を目指して、平成 26 年度に設置した生活環

境学部の情報衣環境学科を発展的に解消し、令和 4 年度に全国の女子大学として初めてとなる

工学部を設置した。奈良女子大学工学部の設置後、「1.1 社会的背景」で述べた社会の要請と期

待に応えるために、理工系分野における女性人材を育成するための入試区分として多くの国立大

学で女性枠が令和 5 年度から設定されるようになっている。 

 

1.2.2  本学のミッションと教育研究を通じて果たしてきた貢献 

上記で挙げた基本理念に基づき、教育研究の成果等に関する中期目標を『学士課程において

は、体系的に構築された専門教育、キャリア教育と教養教育により、幅広い分野で活躍できる女性

人材を育成する。大学院課程においては、高度な専門教育を行い、国際的にも活躍できる研究

者・高度専門職業人として男女共同参画社会をリードし活躍する女性人材を育成する。』、『国際

的水準の個性的、独創的な基礎研究や応用研究を推進するとともに、本学の特徴を生かした分野

横断的な研究を展開する。』と定めている。 

【資料３：「奈良国立大学機構の経営方針」参照】 

 

本学は、前述の特色・強みを活かしながら、我が国で活躍する女性人材を育成するという役割を

これまで果たしてきた。また、優れた女性研究者を採用し、そのキャリア形成・維持・向上の支援の

ために様々な教育研究環境整備を行ってきた。特に、文学部における人と社会の探求、理学部に

おける真理の解明、生活環境学部における人間生活の分析・評価など、自然や人間社会を対象と
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する認識や分析を中心とした教育研究を行ってきた。しかし、日本学術会議が提言した「新しい学

術体系」（平成 15 年 6 月） などでも重要性が指摘されてきたように、「あるものの探究」を主な目

的として発展してきた「認識科学」とあわせて、「あるべきものの探求」を目的とする知の営みとして

の「設計科学」に相当する創造や設計に関する教育研究を行うことも重要となる。 

後述する工学部の設置以前は文学部、理学部、生活環境学部の 3 学部からなっていた本学

でも、「認識科学」から「設計科学」へと教育研究の対象を拡げていくことに向けて、工学との融合を

目指す試みを行ってきた。たとえば、平成 26 年度に理系女性教育開発共同機構を設置し、高大

接続の観点から理系進路選択可能性の拡大に努めるとともに、魅力的な理数教育を創造するため

の中等教育改革プロジェクト、理系女性リーダーを育成するための大学理工系教育改革プロジェ

クト、グローバル人材を育成するためのグローバル化推進プロジェクトなどを行ってきた。また、平

成 28 年度にお茶の水女子大学とともに大学院生活工学共同専攻を設置し、家政学的知見（生

活科学）を基盤として、生活者の視点から生活に有用な技術（工学）の開発を目指す生活工学を

創出することを目指した教育研究を展開してきた。さらに、「1.1 社会的背景」で述べた工学系人材

の養成に対する社会の要請と期待に応えるために、平成 26 年度に設置した生活環境学部の情

報衣環境学科を発展的に解消し、令和 4 年度に全国の女子大学として初めてとなる工学部を設置

した。これらの教育研究や組織改革の成果を、新たな大学院教育体制として生かす段階に至った

と考える。 

【資料４：「奈良女子大学における工学部」参照】 

 

1.3 工学専攻の設置について 

本学は、設立以来、我が国における女性の高等教育機関として数多くの女性人材を育成し、幅

広い分野における女性リーダーを社会に輩出して我が国の成長を支えてきた。一方で、世界的に

はイノベーションの源泉であるダイバーシティを含む持続可能な開発目標（SDGs）への関心が高ま

っているにも関わらず、世界経済フォーラムが公表した「ジェンダー・ギャップ指数 2024」でも我が

国は 146 か国中 118 位であり、女性のさらなる社会進出が望まれている。このような日本社会の

質的変化へ対応するため、本学が提示する教育研究の理念「男女共同参画社会をリードする女性

人材の育成」に関する拠点整備のために、社会のニーズに対応した「応用的実践的分野を拡充強

化」し、また着実な学士力に繋がる「基礎学系分野の基盤強化」を図るための全学的教育研究組

織の見直しを行ってきた。しかし、これまで本学が果たしてきた役割と、女性の進出が少ないわが

国の工学分野で必要な人材輩出をどのように構築していくかを総合的に検討した結果、新たな教

育体制の構築が必要との結論を得た。技術革新が繰り返されて専門技術が速く陳腐化するなか、

Society 5.0 時代を迎えて他分野の専門家との協働場面が増加していることから、他分野のことも

理解しながら自身の分野の専門知識が重要となる。 

Society 5.0 時代においては、あらゆる分野における基盤となっている ICT を効果的に活用す

るための情報関連分野の技術・能力が、専門分野にかかわらず全ての分野の専門家に不可欠な

ものとなっている。それらを兼ね備えた人材が、従来からイメージされる伝統的な『ものづくり』に加
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え、「課題の発見」や「ニーズの創出」に基づいて新しいサービスを創り出すことも含めた『価値づく

り』を行うことができる人材として、Society 5.0 時代に必要な工学系女性人材になりうる。 

こうした人材育成に関しては、研究面では、前述のとおり既設の研究科や専攻で数多くの女性

人材を育成して社会に輩出してきたものの、教育面では、モノやサービスを創り出すことを中心とし

た教育体制が不十分であること、一部の領域においてのみ情報技術を教育してきたことなど、社会

が求める新たな女性人材を輩出できる体制とはなっていない。「1.1 社会的背景」で述べた社会や

技術の変化に対応するために、本学に対し、地元である奈良をはじめ、関西の産業界・経済界の

諸団体からも、工学系女性人材を輩出するための新たな大学院教育体制の構築が強く望まれて

いる。こうした声に応え、本学の発足目的である「女子の最高教育機関として、広く知識を授けると

ともに、専門の学術文化を教授、研究し、女子の特性に即してその能力を展開させる」という目的を

さらに発展させるために、平成 28 年に設置した生活工学共同専攻を発展的に解消し、令和 8 

年 4 月に、『工学専攻（修士課程）』を設置する。（図 1 に奈良女子大学の工学専攻の全体像を

示す。） 

【資料５：「奈良女子大学の工学専攻」参照】 

 

図 1  奈良女子大学の工学専攻の全体像 

 

【資料６：「生活工学共同専攻（博士前期課程）の募集停止（予定）について」参照】 

https://www.nara-wu.ac.jp/nyusi/seikatukougaku-osirase.pdf 
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1.3.1  育成人材像とディプロマ・ポリシー 

旧制奈良女子高等師範学校以来の伝統を受け継ぎ、「男女共同参画社会をリードする人材の

養成」という基本理念に基づいて工学専攻での教育研究を行うために、「1.1 社会的背景」で述べ

た企業アンケートをもとに産業界や社会から求められる工学系人材が身につけるべき能力を整理

し、次の３つの能力「主体性」「専門性」「社会性」を身につけた工学系女性人材を育成する。 

1) 育成人材像 

1. 「主体性」 

課題発見やニーズ創出を行う際に必要となる主体的な学修態度を身につけ、分野横断的

な知識に基づいて多様な課題に自ら取り組める技術者 

2. 「専門性」 

サービスも含めた「ものづくり」において、課題の完遂に必要な専門知識と技術を備えた技

術者 

3. 「社会性」 

多様な専門家とチームで協働し、異分野間でも効果的なコミュニケーションができる社会性

を備えた技術者 

 

2） 学位授与方針（ディプロマ・ポリシー） 

上記で述べた能力を備えた人材を育成するため、それぞれの能力をさらに細分化した下記の学

修成果を基準に単位認定を行い、必要単位数を取得した者に学位を授与する。 

 

1. 「主体性」 

(1a) 倫理観 

専門知識や技術が社会にもたらす影響や責任なども考慮して、技術者としての倫理

観に基づいて研究開発に主体的に取り組む姿勢を身に付ける。 

(1b) 異分野の理解 

複数の要因が関わる複雑な問題を解決する際に必要となる、異分野からの視点や知

識を自ら学び理解しようとする姿勢を身に付ける。 

2. 「専門性」 

(2a) 専門知識 

人間情報分野あるいは環境デザイン分野における高度な専門知識を体系的に身に

付ける。 

(2b) 技術力 

多種多様な課題に専門知識を適用して解決するために、高度専門技術者として必要

な技術力を身に付ける。 

3. 「社会性」 

(3a) 協創力 
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企業での研究開発のように、多様な専門性や価値観をもつ人とチームで協創できる能

力を身に付ける。 

(3b) 波及力 

専門知識や技術を用いた解決策を平易に説明し、研究開発の方向性をリードしたり成

果を広く社会に還元できる能力を身に付ける。 

【資料７：「工学専攻のディプロマ・ポリシー」参照】 

 

1.3.2  対象とする専門的な学問分野 

社会構造の変化に伴う課題を解決するためには、人間や人間を取り巻く環境の性質を理解する

とともに、様々な分野の基盤である情報技術を理解して活用することが重要となる。このため、学問

分野としては、工学専攻の基礎となる工学部と同様に、デバイスで計測した人間からの情報を処理

して個人に適応したモノやサービスを創出する人間情報分野、快適な住環境や社会環境を実現

するための素材やデザインを創出する環境デザイン分野に基づき、分野における「専門知識」と

「技術力」をそれぞれ身に付ける。また、人間を取り巻く環境やニーズに応じて個人に適応したソル

ーションとしてのモノやサービスを提案し、提案に対する人間や社会の受け止めなどの心理的・社

会的な要因をも考慮して快適な環境を創出するためには、それぞれの専門性を探求することに加

えて、異分野と連携しながら身に付けた専門知識と技術を活用することが不可欠となる。このため、

エンジニアとして必要となる「倫理観」と、チームで連携する際に必要となる「異分野の理解」への姿

勢を身につけるとともに、身に付けた専門性をチームで活用する「協創力」と、研究成果を社会に

還元するための「波及力」を育むための修士課程教育を行う。 

  

1.4  工学専攻の特色 

上記で述べたように、本学は令和 4 年 4 月に女子大学として日本初となる「工学部」を設置し

た。この工学部が本専攻の基礎となるが、大学入学時に学科を選択して専門分野を学ぶ従来の工

学教育と比べた本学の工学部の特色のひとつは、Late Specialization の考え方に沿って、複数の

分野の基礎を学ぶことで分野横断的な知識を身につけるとともに、分野横断的な知識をもとに学

生が主体的に専門性を選んで卒業研究を行うことである。本専攻の基礎となる工学部には、人間

情報分野と環境デザイン分野をそれぞれ専門とする教員が所属し、「２ 修士課程までの構想か、

又は、博士課程の設置を目指した構想か」や「6.3 研究指導の方法」で述べるように異分野を専門

とする教員を副指導教員とすることで、自分野の研究領域の範囲を超えた異分野の知識や技術を

学べることに加えて、イノベーションに必要となる多角的な視点に基づき、異分野融合と協創を通

じて研究開発を行える工学系女性人材を育成できる。本専攻で育成する人材は自分野の専門性

を備えながら異分野も理解できるため、図 2 に示すように、企業での研究開発のように多様な専門

家とチームで協働する際にも分野間のコミュニケーションを円滑に進めることができると考えられる。 
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図 2  奈良女子大学の工学専攻の特色 

 

もうひとつの特色は、本学が女子大学であるため、これまで男性に偏っていた工学の学び方に

対して女性のみの学びの場を提供できることである。男性が大多数を占める既存の工学部では女

性がリーダーシップを発揮する機会が少なくなる場合もあるが、本専攻では異性の目を気にするこ

となくのびのびと活躍する機会に恵まれるという強みがある。このような環境で友人と学びあうことは、

工学の専門知識技術を身につけることに加えて、社会に出てから働き続ける際の人的ネットワーク

の形成にも役立つと考えられる。 

【資料８：「奈良女子大学の工学専攻の特色と波及効果」参照】  

さらに、本学に工学部を設置後、企業や財団などから外部資金を得ているが、これらの企業や

財団からは、本学に限ることなく全国の工学系女性エンジニア育成の拠点を形成して欲しいとの要

望を受けている。このため、外部資金の援助なども受けて実施しているワークショップは本学の学

生に加えて他大の女子学生や中高の女子生徒も参加できるようにし、女子生徒の理工系進路選

択の一層の醸成に貢献してきた。本専攻では、教育の一環として大学院生がワークショップの企

画・運営に参加し、女性エンジニアのロールモデルとなることで理工系分野の中高生への裾野拡

大に貢献するとともに、ワークショップの対象者を大学院生に拡充して工学系女性エンジニア育成

の全国的拠点の構築を進める。 

【資料９：「企業連携事業「女性エンジニア養成ワークショップ」」参照】 
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 ２  修士課程までの構想か、又は、博士課程の設置を目指した構想か 

図 1 に示すように、工学専攻は博士課程の設置を目指した構想である。 

奈良国立大学機構および本学のミッションに沿った「工学系女性人材の育成」という観点から、

社会的要請の高い修士課程修了者をまずは一定程度輩出することで社会に貢献するとともに、さ

らに続いて博士課程の設置を目指す。 

 

工学系女性人材の育成 

工学系女性人材の育成のために博士課程の設置を構想する主要な理由は、世界的にはイノベ

ーションの源泉であるダイバーシティを含む持続可能な開発目標（SDGs）への関心が高まっている

にも関わらず、我が国の「ジェンダー・ギャップ指数」の低迷に見られるように女性の社会進出が遅

れているため、1.2.2 節で述べた本学のミッションを実現するためにイノベーションを牽引する工学

系女性人材を育成することが急務であるからである。 

本学では、複数の分野を自身の専門性から融合してイノベーションを行う人材に対する社会から

のニーズに応えるために、分野横断的な知識に基づいて融合と協創を行える工学系女性人材を

育成する。学士課程では工学の基礎と分野横断的な知識を身につけることを目標とし、修士課程

では、学部で身につけた分野横断的な知識に基づいて多角的な視点から研究開発を行える人材

として、創造性を備えた高度専門技術者を育成する。このために、学生は、研究開発に必要となる

知識と技術を学んで課題を完遂できる専門性を身につけるとともに、異分野を専門とする教員を副

指導教員とすることで、多角的な視点から研究開発を行う姿勢を身につける。さらに、企業との協

創を通じて知識と技術を実践的に修得する。 

博士課程では、自身の専門性から複数の分野を融合することで新たな価値創造をできる人材と

して、未踏分野へ挑戦できるパイオニア（研究者や技術者）を育成する。このために、所属する研

究室での研究活動を通じて自身の専門性を深めるとともに、自身の専門と異分野の融合が必要と

なる課題にチームで取り組むプロジェクトの立案と運営の経験をさせる。これにより、博士課程を修

了して社会に出てからも、企業などでチームリーダーとして研究開発を行い、たとえばモノやサー

ビスの開発を通じた新たな市場の開拓ができる。 

なお、未踏分野を開拓する博士課程の学生に効果的に助言するためには、複数の教員がチー

ムとして博士課程の学生を指導する必要がある。これは、複数の要因が関わる複雑な問題の解決

には異分野を融合することが必要だからである。このため、後述する「5 教員組織の編成の考え方

及び特色」で述べるように、本専攻の多様な専門領域の教員が博士課程の学生をサポートする。

また、奈良国立大学機構が設置する奈良カレッジズ連携推進センターなどとも連携し、産地学官

連携プラットフォームなども活用することで、新たな汎用技術と産官学の領域とのマッチングを仲立

ちすると共に足りない部分を補完して支援する。そして、このような共同研究に本学の修士課程お

よび学士課程の学生が参加することにより、博士課程・修士課程・学士課程の３つの教育課程の相

乗効果が生まれると考えられる。 
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以上のように、博士課程までが設置されることによる修士課程・学士課程への教育効果は非常

に大きいと期待される。 
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３  専攻の名称及び学位の名称 

3.1 専攻の名称 

工学専攻：Department of Engineering 

 

工学専攻では、専攻の育成人材像のもと、専攻全体で深い専門性を身に付けた工学系女性人

材を育成する。本専攻は、学部で身につける分野横断的な工学の知識を基盤として、人間情報分

野と環境デザイン分野の融合に加えて、企業との協創に基づく工学（Engineering）の学びを通して

教育を行う。この理念と育成人材像、教育課程を踏まえ、本専攻の名称を「工学専攻」とする。また、

学生自身の専門知識と技術力に立脚した、サービスも含む「ものづくり」ができる工学分野の技術

者を育成する。したがって、英語名称は、「Department of Engineering」とする。Department of 

Engineering の英語名称は、欧米など海外の大学における教育研究機関においても用いられてお

り、国際的にも十分通用するものである。 

 

3.2 学位の名称 

修士（工学）: Master of Engineering 

修士（学術）：Master of Philosophy 

 

 本学は令和４年４月に「工学部工学科」を設置し、学位の名称は「学士（工学）」としている。この

学部が本専攻の基礎となることから、本専攻の学位は「修士（工学）」が基本となる。併せて、本専

攻の前身である生活工学共同専攻と同様に、より学際領域の分野に該当する場合には修士（学術）

の学位が適切と考えられる。 

以上、本専攻においては工学と学術の２種類の学位が授与されるが、どちらが授与されるかに

ついては、入学時及び各年次における学生の希望を適宜考慮して指導教員が十分に検討・指導

し、最終的に提出された論文内容も考慮して決定される。このため、学生の希望する学位と実際に

授与される学位に齟齬が生じることはない。 
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４  教育課程の編成の考え方及び特色 

4.1 教育課程編成の考え方と特色 

4.1.1 教育課程の編成の考え方 

学位授与方針に示す目標を学生が達成できるように、図 3 に示す科目群に沿って教育課程を

編成する。技術者としての倫理観や、研究開発に必要となる基礎を養成する科目群を「基礎群」と

して、基礎的な知識と能力を養成する。一方で、人間情報分野あるいは環境デザイン分野におけ

る専門知識や技術を修得し、課題の解決策を提案するとともに検証し、新たな技術を実現可能な

形で提案する力を養成する科目群を「専門群」として、人間情報分野もしくは環境デザイン分野の

専門性を獲得させる。また、異なる分野の知見を連携して活用する際に重要となる、チームで協働

する能力や専門の異なる人に平易に説明する能力を企業との協創なども通じて涵養する科目群を

「実践群」とする。さらに、修士課程での研究を通じて修士論文を執筆するための科目群を「論文

等作成群」とする。 

 

図 3  工学専攻（修士課程）の科目群 

 

工学専攻の育成人材像に掲げる３つの能力「主体性」「専門性」「社会性」をそれぞれさらに細分

化した学修成果（「1.3.1 育成人材像とディプロマ・ポリシー」で述べた(1a)から(3b)）を修得させるた

めに、次のカリキュラム・ポリシーに基づき教育課程を編成する。 

1.「主体性」 

専門知識や技術が社会にもたらす影響や責任なども考慮して、エンジニアとして研究開発

をする際に必要となる姿勢（倫理観や社会実装の観点など）を身につけるための科目を設
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けるとともに、複数の要因が関わる複雑な問題をチームで協働して解決する場合などのよう

に、異なる分野の専門家と円滑にコミュニケーションをするために必要となる、異分野からの

視点や知識を修得するための科目を設ける。 

2.「専門性」 

エンジニアとしての基礎的な素養を身につけた後に、生体計測と情報処理の専門知識と技

術を身につけ、個人に適応したデバイスやシステムを造り出す人間情報分野の高度な専門

性、あるいは環境と素材の専門知識と技術を身につけ、安全で持続可能な環境設計や機

能性素材を開発する環境デザイン分野の高度な専門性を身に付けるための科目を設ける。 

3.「社会性」 

社会へ及ぼす影響なども考慮しながらチームで協働し、人や社会にとって有用なニーズの

創出や、ニーズを満たすモノやサービスを創り出す方法を企業との協創なども通じて涵養

する科目を設ける。 

上記のカリキュラム・ポリシーに基づいて科目を配置するとともに、それぞれの科目で学ぶことと

ディプロマ・ポリシーで掲げた学修成果との関係を示すカリキュラムマップを学生に提示することで

履修計画に役立てる。 

【資料 10：「工学専攻（修士課程）カリキュラムマップ」参照】 

エンジニアとしての倫理観や管理運営を身につけるための「研究倫理・研究マネジメント」は必

修科目とし、研究開発をする上での基礎力や企業などでの社会実装の例を学修する。これらの科

目は、「1.3 工学専攻の設置について」で述べた能力を身に付けた工学系女性人材を育成するた

めの基礎となる科目であるため、関連する選択科目も含めて「基礎群」と呼ぶ。他方、人間情報分

野あるいは環境デザイン分野の科目からなる「専門群」と「実践群」は、学生の興昧や研究開発に

おける必要性に応じて履修できるように選択科目とする。 

専門科目の座学では、基礎群で身につけたことをさらに発展させて理解を深めるとともに、座学

で学んだ知識を活かす技術を身に付けるために演習科目を編成している。さらに、協創工学実習 

I、II などの科目は、座学や演習などで身に付けたことを、企業などと協働しながら異分野とも連携

して実践的に学ぶ科目であるため、関連する科目も含めて「実践群」と呼ぶ。また、「論文等作成群」

の科目である工学特別研究 I、II、III（修士）は、それまでに学んだ全ての講義科目の知識や技術

の総まとめに位置づけている。 

 

4.1.2  教育課程の編成の特色 

専門性を身につけるための履修を、教員がサポートしつつ学生が主体的に決めることにより、学

生それぞれが望む専門性が興味に応じて獲得されるとともに、新分野の芽生えが生じることを期待

する。ただし、専門分野に応じて履修すべき科目や学修効果を高める履修順序がある場合は、後

述する「6.2 履修指導方法」で述べるように、それぞれの分野における典型的な履修モデルを学生

に提示するとともに、カリキュラムマップやカリキュラムツリー、履修モデルなどを活用して指導や助

言を行う。 
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4.2 教育課程の編成 

教育課程の編成では、科目区分は科目が位置づけられた目的に応じて設定する。設置する専攻

が掲げる育成人材像は、「主体性」「専門性」「社会性」の３つの能力に集約され、それぞれをさらに 

２つずつの学修成果に細分化している。全ての科目は、科目の学修を通じて修得すべきことが明

確になるよう、これらの能力や学修成果を育成するように位置づけており、後述する「6.2 履修指導」

で述べるカリキュラムマップやカリキュラムツリー、履修モデルなどを学生に示す。科目区分を設定

することにより、学生がそれぞれの科目を学ぶ目的とその科目の位置付けについて容易に理解す

ることができる。また、教員にとっては、修学指導をきめ細かく行い、かつ、科目担当の責任範囲を

明確にする利点がある。 

個人に適応したデバイスやシステムを造り出す人間情報分野と、安全で持続可能な環境設計や

機能性素材を開発する環境デザイン分野の専門性を修得するための科目を専門群に配置してい

るが、この科目群で専門知識や技術を修得する前に、基礎群における「先端工学概論 I、II」で企

業などでの社会実装の例などを学ぶとともに、人間情報分野と環境デザイン分野における基礎科

目を学ぶことで、社会課題へのソリューションを意識しながら専門性を身につけることができると期

待される。 
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5  教員組織の編成の考え方及び特色 

5.1 教員組織の編成と基本的な考え方 

人間情報分野と環境デザイン分野に係わる教育・研究を行うための教員組織を、生活工学共同

専攻に所属する教員の再配置と新たに大学院担当となる教員、および、新規採用教員で編成す

る。新専攻の専任教員は、学内資源の再配置による 14 名（教授 8 名、准教授 3 名、講師 2 

名、助教 1 名）に、新規採用教員 1 名（教授 1 名）を合わせて、図 4 に示す 15 名の専任教

員を配置する。 

 

 

図 4  工学専攻の教員組織 

 

人間情報分野では、デバイスで計測した人間からの情報を処理して個人に適応したモノやサー

ビスを創出するための専門知識と技術に関する教育・研究を行う。このため、人間の生体機能の解

明やヘルスケアを研究分野とする教員 3 名（教授 2 名、講師 1 名）と、デバイスを用いた情報

処理やデータ解析を研究分野とする教員 4 名（教授 2 名、准教授 1 名、講師 1 名）の、計 7 

名で編成する。 

一方、環境デザイン分野では、安全で持続可能な住環境や社会環境を実現するための素材や

デザイン創出するための専門知識と技術に関する教育・研究を行う。このため、芸術と都市建築の

デザインを研究分野とする教員 2 名および環境人間工学を研究分野とする新規採用教員 1 名の

教員 3 名（教授３名）と、応用化学を研究分野とする 5 名（教授 2 名、准教授 2 名、助教 1 名）

の、計 8 名で編成する。 
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後述する「6.1 教育方法」で述べるように、それぞれの分野での教育研究上主要と認められる科

目にいては、「6.1.5 教育上主要と認められる科目の担当」での表に示すように、分野を編成する

専任教員がそれぞれ担当する。 

 

5.2 教員の年齢構成 

本専攻の専任教員 15 名のうち、教授が 9 名、准教授が 3 名、講師が 2 名、助教が 1 名である。

専任教員の年齢構成については、完成年度（令和 10 年 3 月 31 日）時点で、30～39 歳が 2 名、

40～49 歳が 4 名、50～59 歳が 5 名、60 歳～64 歳が 3 名、65 歳～69 歳が 1 名となっており、教

育研究水準の維持向上、教育組織の持続性に問題はない構成となっている。  
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６  教育方法、履修指導、研究指導の方法及び修了要件 

6.1  教育方法 

工学専攻では、専攻の育成人材像のもと、エンジニアとして研究開発をする際に必要となる姿勢

や倫理観を身につけるための「研究倫理・研究マネジメント」を必修科目とするとともに、エンジニア

養成に必要な基礎科目を強化し、専攻全体でイノベーションにつながる工学の基礎を身に付けた

工学系女性人材を育成する。また、デバイスやシステムを造り出す人間情報分野、あるいは、安全

で持続可能な環境設計や機能性素材を開発する環境デザイン分野での高度な専門性を身に付

けるための教育を行う。さらに、多様な人とコミュニケーションをとりながら協働する能力を身に付け

させるため、企業との協創を実施するための協創工学実習や異分野融合課題研究を設ける。この

ような一体的な大学院教育の上に、専攻の育成人材像のもと、入学後の学びとともに芽生える興

味に応じた専門教育を行う。図 5 に科目相関図を示す。 

 

図 5 工学専攻（修士課程） 科目相関図 

 

【資料 11：「工学専攻（修士課程）カリキュラムツリー」参照】 

  

6.1.1 基礎群 

エンジニアとしての基礎に加えて、社会実装をする際に必要となる「倫理観」や「異分野の理解」
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を培うために、工学専攻では基礎群を設定する。 

専門知識や技術が社会にもたらす影響や責任なども考慮して、エンジニアとして研究開発をす

る際に必要となる姿勢を身につけるために、「研究倫理・研究マネジメント」を必修科目とする。また、

人間情報分野と環境デザイン分野の融合を促進するために、それぞれの分野の基礎となる「統合

制御特論」、「人間環境設計特論」、「基礎材料工学特論」などの基礎科目を設ける。さらに、社会

課題へのソリューションを意識しながら専門性を身につけるために、企業などでの社会実装の例な

どを学ぶ「先端工学概論 I」、「先端工学概論 II」を設ける。 

 

6.1.2  専門群 

基礎群で修得する素養のもと、個人に適応したデバイスやシステムを造り出す人間情報分野と、

安全で持続可能な環境設計や機能性素材を開発する環境デザイン分野での「専門知識」や「技術

力」を培うために、工学専攻では専門群を設定する。 

人間情報分野では、生体構造と機能を理解し、医療・福祉支援、生体と調和した材料や機器の

開発をするために、「人体生理学特論」、「ライフサイエンス特論」、「ヒューマンキネティクス特論」、

「生体機能演習 1・2」などの科目を設ける。また、計測・評価により得られた時系列データや画像

等を分析し活用する機械学習やデータサイエンスの専門知識と技術を修得するために、「機械学

習特論」、「データサイエンス演習」、「画像処理・信号処理演習」などの科目を設ける。さらに、人

間と環境の特性を理解し、適切な情報空間のインタラクションを実現するために、「ヒューマンインタ

フェース特論」、「バーチャルリアリティ特論」などの科目を設ける。 

環境デザイン分野では、環境・エネルギー問題の解決に貢献する分子センサーや蓄電池材料

などの機能性材料の研究開発をするために、「分子デザイン特論」、「機能性分子解析特論」など

の科目を設ける。また、ウェアラブルデバイス用の導電性繊維や各種部材などの機能性物体の研

究開発をするために、「繊維構造特論」、「エネルギー・環境材料特論」、「先端高分子材料創製特

論」などの科目を設ける。さらに、環境負荷が小さく、Quality of life を向上させる自然環境や都市

空間を含む機能性空間の研究開発をするために、「都市空間デザイン特論」、「芸術計画特論」な

どの科目を設ける。 

なお、3D CAD やレンダリング、温熱や光などの環境・空間計画等の専門知識を修得するため

の「3D モデリング演習」、「環境人間工学特論」、「機能性空間構築演習 1・2」などの科目は、人間

情報分野と環境デザイン分野の両分野で必要な科目であり、この両分野の融合を通じた研究開発

を促進するための科目として設ける。 

 

6.1.3  実践群 

社会へ及ぼす影響なども考慮しながらチームで協働し、イノベーションに必要となる多角的な視

点に基づき、異分野融合と企業との協創を通じて研究開発を行う際に必要となる「協創力」や「波

及力」を培うために、工学専攻では実践群を設定する。 

企業・研究所等における研究・開発に参加し、ディスカッションを行うことで協創力を身につけ、
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工学的研究の社会に対する波及効果について学ぶために、「協創工学実習 I」、「協創工学実習 

II」を設ける。また、ワークショップ等への参加を通じてマネジメント能力を養成するために、「女性エ

ンジニア演習」を設ける。さらに、異分野との活動・研究発表を通じ、分野横断的な研究の推進能

力、論理的説明能力を修得するために、「異分野融合課題研究」、「工学創発演習 I（基礎）」、「工

学創発演習 II（基礎）」、「工学創発演習 I（発展）」、「工学創発演習 II（発展）」、「学術協創演習」

を設けるとともに、「工学創発演習Ⅰ（基礎）」、「工学創発演習Ⅱ（基礎）」は必修科目とする。 

 

6.1.4  論文等作成群 

上記の科目群で修得する専門知識や技術に基づく研究開発の成果を社会に還元する能力を

培うために、工学専攻では論文等作成群を設定する。「工学特別研究 I(修士)」、「工学特別研究  

II(修士)」、「工学特別研究 III(修士)」を通じて、修士論文の作成と発表を行う。 

 

6.1.5  教育上主要と認められる科目の担当 

専門知識や技術を修得するために教育研究上主要と認められる科目については、下記の表に

示すように、各分野の専任教員が担当する。このため、本専攻が目指す人材を養成する上で必要

となる専門知識や技術を体系的に修得できる体制等は整備されていると考える。 

表「専任教員担当科目一覧」 
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6.2  履修指導 

6.2.1  履修モデル 

本専攻では、入学者の興味・関心や基本的素養、将来の進路等を考慮した履修モデルを設定

する。これにより、必修科目以外の科目を履修する際に、ガイダンスと個別指導により効率的・効果

的な学修を促す。分野に応じて必要となる科目の履修をサポートするために、学期ごとに学生と面

談を行い、それぞれの分野の履修モデルを学生に提示するとともに、「4.1.1 教育課程の編成の

考え方」で示したカリキュラムマップやカリキュラムツリー、履修モデルなどを活用して指導や助言を

行う。以下に、人間情報分野と環境デザイン分野での履修モデルの趣旨、履修科目、育成人材像

を示す。なお、資料 12「履修モデル」では、両分野を積極的に融合して教育開発を行う場合の履

修モデルも示す。 

【資料 12：「履修モデル」参照】 

（ア）人間情報分野 

人間情報分野の履修モデルを選択する学生は、人体を生理学的に理解し、そこから得た知識

を活用した新しい技術や装置の創出に関心を示し、生体情報を活用するために必要となる計測技

術や、計測したデータの処理とその応用に興昧を持つと考えられる。このタイプの学生には、ライフ

サイエンス特論、認知神経科学特論、生体機能演習１、機能性物質分析法演習、などの医療機器

やバイオセンサーに関する科目や、機械学習特論、データサイエンス演習、画像処理・信号処理

演習などの機械学習やデータサイエンスに関する科目を履修させる。 

これらの科目を中心に履修することにより、人間が関わるどのような応用技術を扱う場合にも必

要となる、ヒトの特性と機能に関する深い理解を有し、生体情報を収集・処理・分析し、そこから得ら

れる結果を活用して機器を自ら創り出すとともに、収集したデータの処理・分析をこなし、そこから

得られる結果を活用して新たなシステム開発を行える人材となることを目指す。修了後の進路とキ

ャリアパスとしては、QoL と健康寿命延伸に貢献する研究開発職、ヘルスケア機器メーカーや医療

機関等、情報関連企業などでの研究開発や技術営業、博士課程への進学等を想定している。 

  

（イ）環境デザイン分野 

環境デザイン分野の履修モデルを選択する学生は、現代社会の環境問題と住環境などのデザ

インに興味を持ち、住環境などの社会環境のデザインに加えて、使用可能な技術やシーズの観点

から提案されるモノやサービスに対する人間や社会の受け止めなどの心理的・社会的なことにも関

心を示し、「何を作れば」良いのかという観点からより安全で持続可能な住環境や社会環境の創出

に興昧を持つと考えられる。このタイプの学生には、エネルギー・環境材料特論、機能性物質分析

法演習、機能性物質設計法演習など、持続可能な環境を実現するために必要な高機能素材の創

出に関する科目や、環境人間工学特論、都市空間デザイン特論、機能性空間構築演習、などの

都市や建築などの環境に関する科目を履修させる。 

これらの科目を中心に履修することにより、より安全で持続可能な住環境や社会環境の創出に
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関わるどのような応用を扱う場合でも必要となる、人間の心理的・社会的な要因に関する深い理解

と、環境物質や素材と環境デザインに関する知識と技術を有し、日常生活や社会を安全で持続可

能にするために有用な事物や環境改善を行える人材となることを目指す。卒業後の進路とキャリア

パスとしては、環境系コンサルタント、住宅メーカー、都市・建築・環境に関連する公務員やデザイ

ナー、化学・素材メーカーの研究開発職等、サイエンス・コミュニケーター、博士課程への進学等を

想定している。 

 

6.2.2  授業科目のナンバリング 

学位プログラムとして体系化された教育課程であることを示し、カリキュラムにおける個々の授業

科目の位置付けや水準を明確にすることで、学生に対して、教育目的に沿った知識や能力が身に

ついていくのかを明確にし、学修に対する意識と意欲の向上を図るため、科目群ごとの個別番号、

開講形態、対象学年で構成する授業科目のナンバリングを行う。 

 

6.3 研究指導の方法 

入学してからの学びと興味・関心に応じて専門性を獲得できるよう、1 年生全員が参加する入学

時ガイダンスにおいて履修モデルの説明を行う。また、人間情報分野と環境デザイン分野を融合し

た研究を促進するために、主指導教員に加えて、少なくとも 1 名の異分野の教員を副指導教員と

してそれぞれの学生に割り当てる。指導教員は研究のディスカッションや面談を通じて修学指導や

生活指導、各種相談等を行う。この際、専門性を獲得する履修計画をたてるために必要な情報（履

修モデル、教育内容、教育課程や主な就職先等）について説明するとともに、学生の疑問にも応

える。 

１年次の年度当初のガイダンスにおいて、入学時に決定する主指導教員と相談しつつ、研究分

野や内容を決定する。また、少なくとも１名の異分野の教員を副指導教員として決定し、研究方針

に基づいた２年間の履修科目や研究計画の概要を纏める。後期開始時のガイダンスにおいては、

研究分野や内容の確認と履修状況確認を行い、当初の計画を修正・推進する。また、適切な時期

に研究進捗状況に関して主指導教員及び副指導教員に中間報告を行う。 

２年次の年度当初ガイダンスにおいて、主指導教員及び副指導教員と 1 年次に定めた研究計

画について確認を行い必要な修正を行う。２年次にも主指導教員・副指導教員に対して中間報告

を行い、研究計画の状況を確認し、論文完成に至るまでのディスカッションを行う。 

 

学位論文審査 

規定された期間以上在学し、所定の授業科目の単位を修得し、定められた要件を満たした者は、

学位論文の審査を申請することができる。2 月頃に公聴会を実施し、修士論文の審査を行う。修

士論文は主指導資格を持った教員を主査とする審査委員会で審査され、その結果を研究科教授

会に報告する。研究科教授会の工学系分科会は、その報告に基づいて学位を授与すべきか否か

を審議し、学長に報告する。 
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6.4 修了要件 

修士課程は、同課程に２年以上在学し、授業科目について所定の単位数を修得し、必要な研

究指導を受け、最終審査に合格した者に修士（工学）もしくは修士（学術）を授与する。 

本専攻の修了要件単位数は、基礎群、専門群及び実践群から必修科目（研究倫理・研究マネ

ジメント(基礎)、工学創発演習Ⅰ(基礎)、工学創発演習Ⅱ(基礎)）を含め 18 単位以上、並びに論文

等作成群から 12 単位の合計 30 単位以上とする。併せて、必要な研究指導を受けた上で修士論

文の審査及び最終試験に合格することを修了要件とする。 
 

6.5 倫理審査体制 

奈良女子大学では、同大学における倫理及び人権問題に係る啓発、教育等に関し審議・実施

することを目的に、「奈良女子大学 研究者行動規範」、「奈良女子大学における人を対象とする研

究に関する倫理規程」、「奈良女子大学における研究上の不正行為の防止等に関する規程」を定

めるとともに、研究倫理審査委員会ならびに疫学研究倫理審査委員会を設置している。工学専攻

における研究教育についても、各種倫理指針に基づいて実施するため、研究実施の可否に関し

ては、倫理審査委員会の判断に基づいて決定される。教育研究の実施に際しては、人を調査研

究対象とする場合や、実験動物を用いる場合、野生生物を調査研究対象とする場合など、研究倫

理と深く関わる場面が少なくない。また、近年の研究不正や研究者の利益相反は、社会的にも関

心の高い倫理的な問題である。このため、専門知識や技術が社会にもたらす影響や責任なども考

慮して、エンジニアとして研究開発をする際に必要となる姿勢を身につけるために、「研究倫理・研

究マネジメント」を必修科目とする。 

本学には、疫学研究倫理審査委員会、組換えＤＮＡ実験安全委員会、研究倫理審査委員会、

ならびに、動物実験施設運営委員会が設置されており、具体的な倫理審査に関しては、これら既

存委員会と関わる各規程に従う。学生の研究実施に際しても、これらの委員会の中から適切なもの

を選び、倫理審査を受けるものとする。 

【資料 13：「奈良女子大学研究者行動規範」参照】 

【資料 14：「奈良女子大学における人を対象とする研究に関する倫理規程」参照】 

【資料 15：「奈良女子大学における研究上の不正行為の防止等に関する規程」参照】 
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７  施設、設備等の整備計画 

7.1  校地、運動場の整備計画 

本学は、近鉄奈良線の起点となる近鉄奈良駅から徒歩約 5 分で、駅から至近に位置する。大学

キャンパスの校舎敷地は 66,081 ㎡で教育・研究のために十分な面積を有している。このキャンパス

内には申請時 4 学部（文学部、理学部、生活環境学部、工学部）と 1 研究科（人間文化総合科学

研究科）が設置されており、令和 6 年 5 月 1 日現在 2,126 人の学部生と 494 人の大学院生が在籍

している。 

運動施設については、キャンパス内に運動場（10,179 ㎡）と体育館（1,822 ㎡）、テニスコート 3 面、

弓道場が併設されており、正課及び課外活動等に利用している。 

本学部の校地、運動場についてはこれらの既存の校地等を利用する。 

  

7.2   校舎等施設の整備計画 

授業等に必要な講義室や演習室は、既存の全学共通施設を確保し、他専攻と調整のうえ効率

的に活用する。また、令和元年度には理学系 G 棟にある教育用電子計算機室を理工系教育に共

同利用することを想定し更新を行った。さらに令和元年度補正予算として措置された学術情報セン

ター第Ⅱ期改修（旧情報処理センター）及び ICT 教育設備の整備を進め、本学部のカリキュラムの

拠点のひとつとして活用する。 

上記全学共通施設以外に本専攻独自の施設として、工学部で使用している既存の医工学・環

境工学・物理化学用の各種実験室、アクティブラーニング室、精密加工室、金属加工室、多目的

加工室などを活用する。 

 

7.3   図書等の資料及び図書館の整備計画 

奈良女子大学学術情報センターは、令和 7 年 3 月 1 日現在、蔵書約 60 万冊、雑誌約 1.9 万

種（電子ジャーナルを含む）を有している。データベースは、新聞記事データベースである聞蔵 II・

日本の百科事典や辞書等を収録した Japan Knowledge 等を提供しており、視聴覚資料は、語学教

材・DVD を中心に約１万点を整備している。 

平成 25 年度に自動書庫を導入し、平成 26 年度から本格稼働しており、蔵書収容能力強化と利

用者の利便性向上を図っている。 

また平成 27 年度には耐震改修工事を行ない、1 階のラーニングコモンズには、座席約 60 席に

加え、パソコン、電子黒板等を設置し、ディスカッションやグループワークによる自主的な学習が行

えるアクティブゾーンとして活用されている。また 2 階閲覧室は座席約 125 席を配置し、静かな環

境で学習に取り組む従来型の図書館の機能を備えたサイレントゾーンとして、利用者の学習スタイ

ルによるゾーニングが実現されている。 

図書館連携については、平成 21 年度より開始した奈良県立図書情報館の資料の無料取り寄せ、
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及び同館で利用者が借りた資料を学術情報センター経由で返却できる遠隔地返却サービスを現

在も継続しており、本学で不足する資料の利用や利便性向上に役立っている。平成 24 年度に締

結した奈良県内国立 3 大学図書館間の連携協力協定により、奈良教育大学・奈良先端科学技術

大学院大学で、本学学生・教職員も資料の貸出を受けることが可能となり、相互利用を行っている。

また平成 26 年度より国立国会図書館デジタル化資料送信サービスに参加し、国立国会図書館が

デジタル化した資料のうち図書館間送信資料をセンター内で閲覧・複写できるようになった。  
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８  基礎となる学部との関係 

図 4 に示したように、大学院人間文化総合科学研究科博士前期課程は、人文社会学専攻、言

語文化学専攻、人間科学専攻、食物栄養学専攻、心身健康学専攻、情報環境学専攻、住環境学

専攻、生活文化学専攻、数物科学専攻、化学生物環境学専攻、生活工学共同専攻からなる 11 

専攻によって編成されていたが、図 1 に示したように、本工学専攻の基礎となる学部は、令和 4 

年 4 月に設置した工学部であり、教育課程の編成や教員組織の編成も、設置済みの工学部を基

礎としている。本専攻の専任教員は、全員が工学部工学科の担当教員でもあり、学生は学部での

専攻分野を大学院においても継続し、さらに深化することが可能である。また、修士（工学）の学位

の基礎となる分野は、工学部と同様に人間情報分野と環境デザイン分野であるが、一体的な大学

院教育を行うためにひとつの専攻として設置する。さらに、「９ 入学者選抜の概要」で述べるように、

学部入試と同様に、ひとつの専攻として入学者選抜を実施する。 

なお、工学専攻の基礎となる他の学部としては、一般に、理学系、情報系などの理系学部が想

定される。理系学部では修士課程への進学が一般的であり、工学分野の先進的な企業は、修士

号を持つエンジニアを採用するものと予想される。このため、本学の理学部や生活環境学部でエ

ンジニアを志向する一部の学生は、工学専攻を進学先の候補にすると考えられる。 
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９  入学者選抜の概要 

9.1 学生受け入れの方針 

【求める学生像】 

工学専攻では、人と自然が調和した豊かな社会を実現するために、高度な専門能力、ならびに

異分野への理解力と高い倫理感を兼ね備えつつ、時代の流れに即した科学技術の発展に資する

人材の育成を目指す。上記の理念に基づき、工学専攻のディプロマ・ポリシーである「主体性、専

門性、社会性」をそれぞれさらに細分化した学修成果を修得するためのカリキュラム・ポリシーに基

づいて配置する科目を履修できる能力を備えた、次のような入学者を求める。 

・工学専攻が掲げる理念に共感し、これを実現しようとする意欲を有する人 

・専門分野において課題を設定、解決するのに必要な基礎知識を有し、それを踏まえた論理的思

考力を有する人 

・自分の専門分野のみにとらわれず、異分野の理解に努め、互いに協力して科学技術の発展に取

り組む意欲に満ちた人 

・自らが国際社会の一員であることの自覚を持つ人 

 

9.2 入学者選抜の方法 

上記の【求める学生像】で示す能力等を有する人を多面的・総合的に評価するため、以下の方

法により選抜する。【求める学生像】では、「高度な専門能力」や「論理的思考力」を重視しているた

め、それに対応する形で全ての選抜方法において筆記試験と口述試験を実施し、基礎学力を評

価する。また、多様な人材の受け入れる方針に沿い、一般選抜に加えて、社会人を対象とする特

別選抜や、外国人留学生を対象とする特別選抜、６年一貫教育プログラム履修生を対象とする特

別選抜を設ける。さらに、「国際社会の一員としての自覚」や「異分野への理解力」を求めるため、

すべての選抜で英語力（TOEFL もしくは TOEIC）を評価し、外国人留学生特別選抜では日本語

能力の確認も可能とする。 

【一般選抜】 

大学で修得しておくべき専門の基礎学力と大学院の専攻において学ぶ上で必要となる基礎学

力を評価するための筆記試験と口述試験、ならびに英語 (TOEFL もしくは TOEIC) を総合的に

判断して合否を判定する。 

【社会人特別選抜】 

大学で修得しておくべき専門の基礎学力と大学院の専攻において学ぶ上で必要となる基礎学

力を評価するための筆記試験と口述試験、ならびに英語 (TOEFL もしくは TOEIC) を総合的に

判断して合否を判定する。本選抜は大学卒業等の修士課程への出願資格取得後、2 年以上の社

会経験（社会経験の内容は不問）を経た女子に限る。 
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【外国人留学生特別選抜】 

大学で修得しておくべき専門の基礎学力と大学院の専攻において学ぶ上で必要となる基礎学

力を評価するための筆記試験と口述試験、ならびに英語 (TOEFL もしくは TOEIC)、ならびに任

意で提出された日本語能力確認書類を総合的に判断して合否を判定する。 

 
【６年一貫特別選抜】 

 大学で修得しておくべき専門の基礎学力と大学院の専攻において学ぶ上で必要となる基礎学力

を評価するための筆記試験と口述試験、英語(TOEFL もしくは TOEIC)、ならびに研究希望調書

を総合的に判断して合否を判定する。 
 

9.3 入学者選抜の体制 

選抜にあたっては、入学試験委員会で入試を統括する体制で、適正かつ円滑な実施を図る。 

合否判定については、研究科教授会の工学系分科会で審議し、学長が決定する。 

 入学試験委員会については、学長、副学長（企画・入試・国際化推進担当）、学部長、人間文化

総合科学研究科長、事務部長、高等教育・研究センター入試開発部門長、保健管理センター所

長、各学部の担当教授（兼ねて人間文化総合科学研究科博士前期課程及び博士後期課程（生

活工学共同専攻を除く）担当であること。）のうちから２名、人間文化総合科学研究科生活工学共

同専攻の担当教授のうちから１名をもって組織し、委員長は学長が務める。 

 

9.4 長期履修学生制度 

本学では、職業を有している、あるいは育児、長期介護、病気等により、一般の学生に比べて研

究活動・学習活動への時間数が限られて標準の修業年限（修士課程2年）で修了することが困難

な学生を対象に、標準修業年限を超えて計画的に履修して課程を修了することを認める長期履修

学生制度を導入している。 

長期履修学生として認められた場合、一般の学生とは異なり、修学年数に関係なく、標準の修

業年限（修士課程2 年）分の授業料で修学することができる。 

 

9.5 大学院設置基準第14条による教育方法の特例措置 

大学院設置基準第14条の特例に基づき、入学時又は入学後において学業に専念できない事

情を有する者に対して、教育上特別の必要があると認められる場合で、かつ、受入側である専攻

の事情や教育環境が許す場合には、夜間その他特定の時間又は時期（夏季休業など）において

履修指導や研究指導を行う。  
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10  管理運営 

本学では、「奈良女子大学教授会規程」及び「奈良女子大学大学院人間文化総合科学研究科

教授会規則」の規定に基づき、大学院人間文化総合科学研究科教授会（以下「研究科教授会」と

いう。）を設置している。また、大学院全体に及ぶ事項で研究科教授会から委任を受けた事項につ

いて審議する代議員会、博士前期課程の各専攻に関わる事項を学系ごとに審議する分科会を設

置しており、工学専攻には工学系分科会を設置する予定である。 

代議員会及び分科会は概ね月１回を基本として開催し、必要な事項について審議を行う。事務

を担当する事務組織は、事務局学務課とする。 

上記の研究科教授会、代議員会、分科会の構成員は、以下のとおりとする。 

 

研究科教授会： 研究科教授会は、人間文化総合科学研究科長（以下「研究科長」という。）及

び研究科担当の教授をもって組織する。なお、研究科教授会が必要と認めた

ときは、研究科担当の准教授、講師及び助教を加えることができる。 

代 議 員 会 ： 代議員会は、研究科長、研究科選出の評議員、博士前期課程の分科会長及

び博士後期課程の各専攻長、博士前期課程の各分科会及び博士後期課程

の各専攻（生活工学共同専攻を除く。）から選出された教授各 1 名、その他代

議員会が必要と認めた者をもって組織する。 

分 科 会： 分科会は、各専攻長及び各専攻を担当する教員をもって組織する。 

 

前述の研究科教授会が取り扱う主な審議事項は以下のとおりとする。 

(1) 学生の入学，卒業及び課程の修了 

(2) 学位の授与 

(3) 上記のほか、教育研究に関する重要な事項で，教授会の意見を聴くことが必要なものとして

学長が定めるもの 

 

前述の代議員会及び分科会が取り扱う主な審議事項は以下のとおりとする。 

(1) 学生の入学及び課程の修了に関する事項 

(2) 学位の授与その他学位に関する事項 

(3) 博士前期課程及び後期課程の専攻，コース・講座の設置廃止に関する事項 

(4) 教育及び研究に関する施設の設置廃止に関する事項 

(5) 教育課程の編成に関する事項 

(6) 教員の授業担当及び研究指導に関する事項 

(7) 非常勤講師の選考に関する事項 

(8) 各種委員会委員の選出に関する事項 

(9) 学生の進学，退学，休学，転学，転専攻，除籍及び懲戒等に関する事項 
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(10) 研究科の規程の制定改廃に関する事項

(11) 予算に関する事項

(12) その他研究科に関する重要な事項
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11  自己点検・評価 

11.1   全学の自己点検・評価 

 本学では、学校教育法第 109 条に則り、全学的な自己点検・評価について、学則第 3 条におい

て、「その教育研究水準の向上を図り、本学の目的及び社会的使命を達成するため、本学におけ

る教育研究活動等の状況について自ら点検及び評価を行うものとする」ことを定めている。 

また、「奈良国立大学機構の内部質保証に関する基本方針」において、内部質保証に関する最

高責任者を理事長、最高責任者を補佐し大学における内部質保証に関する業務を実質的に統

括する統括責任者を学長と定め、各大学レベルでは教育研究評議会を内部質保証の統括機関

としている。併せて、学部・研究科及びセンター等からの自己点検結果、改善計画を取りまとめる

組織として奈良女子大学評価企画室を設置し、室長を副学長（企画・入試・国際化推進担当）、室

員を教育研究評議会評議員として構成している。 

学部・研究科等の各部局においては、教育課程ごとに、三つの方針（卒業認定・学位授与の方

針、教育課程編成・実施の方針、入学者受入れの方針）やその設置目的に即して、教育研究活動

を点検・評価する。その結果は、部局で定める質保証に責任を有する委員会等が取りまとめ、部局

がその目的に基づいて教育研究活動を適切に行い成果に繋げているかの有効性の検証を行い、

必要に応じて改善計画を策定し評価企画室に報告する。 

 自己点検評価結果及び外部評価については、各中期目標・中期計画期間中に全学の自己点

検評価報告書をまとめ、Web サイト等を通じて学外に公表するとともに、外部評価として独立行政

法人 大学改革支援・学位授与機構の大学機関別認証評価を受け大学教育・研究・運営の改善

及び改革に努めている。 

11.2   大学院人間文化総合科学研究科の自己点検・評価 

大学院人間文化総合科学研究科では、中期目標期間における全学的な方針である「奈良国立

大学機構の内部質保証に関する基本方針」と、「奈良女子大学自己点検評価実施要項」に基づく

本研究科内の自己点検・評価を行う組織として、大学院評価委員会を設置する。評価委員会委員

は博士後期課程の専攻長と前期課程担当教員から選出し、大学院選出の評議員が統括者となり

全学の評価企画室との連携をとる。 

自己点検評価作業の実施項目は、以下のとおり大きく教育と研究に大別している。 

教育活動については、 

① 教育の実施体制（研究科の運営体制、教員等の配置状況等）

② 教育の内容及び方法（ディプロマ・ポリシーと成績評価・単位認定・修了認定の状況、カリキ

ュラム・ポリシーと教育課程、授業形態・学習指導法の整備状況、ミッションの再定義で明示さ

れた強みを生かした教育の推進状況等）

③ アドミッション・ポリシーに沿った学生の受け入れ（入学者選抜、入学者数等）
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④ 教育の内部質保証（内部質保証に係る体制、教育状況の実態調査、質保証に関する評価

等） 

⑤ 教育目標に照らした学習成果の状況（出口調査） 

⑥ 教員等の研修・資質向上の取り組み（ＦＤ活動） 

について自己点検作業を行う。また研究活動については、 

① 研究の実施体制（研究の支援・推進体制、研究活動に関する施策、研究活動の現状と改善

等） 

② 研究の内容と評価（研究活動の実施状況、研究活動の質、研究活動に対する社会・経済・

文化面からの評価、ミッションの再定義で明示された強みを生かした研究推進等） 

について、各専攻及び学系で自己点検評価を実施する。  
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12  情報の公表 

本学に関わる最新の基本的な情報は、下記の大学 Web サイトから随時公表している。 

 

奈良女子大学ホームページ（トップページ）  

http://www.nara-wu.ac.jp/ 

 

併せて、年度毎に奈良女子大学案内（Campus Guide）及び大学院案内を作成し、データの公開

と冊子体の配布により積極的に本学に係る情報を公表している。また入試・入学情報については、

上記ホームページからリンクする該当のページで適宜公表するとともに、学生募集要項として冊子

体を作成・印刷し、配布している。 

さらに、教育研究活動の状況に関する情報の公表にかかる以下の項目については、それぞれ

に記載の Web サイトに掲載している。 

ア 大学の教育研究上の目的に関すること 

   http://www.nara-wu.ac.jp/nwu/intro/purpose/index.html 

 

イ 教育研究上の基本組織に関すること 

  ・大学運営・教育研究上の基本組織 

   http://www.nara-wu.ac.jp/nwu/intro/management/index.html 

  ・学部・大学院の構成 

   http://www.nara-wu.ac.jp/nwu/intro/organ/index.html 

 

ウ 教員組織、教員の数並びに各教員が有する学位および業績に関すること 

  ・教員組織・教員の数 

   http://www.nara-wu.ac.jp/nwu/intro/organ02/index.html 

  ・各教員が有する学位および業績 

   http://koto10.nara-wu.ac.jp/scripts/websearch/index.htm 

 

エ 入学者に関する受入れ方針および入学者の数、収容定員および在学する学生の数、卒業又

は修了した者の数並びに進学者数および就職者数その他進学および就職等の状況に関すること 

  ・入学者受入方針（アドミッション・ポリシー） 

   http://koto.nara-wu.ac.jp/nyusi/ukeirehosin.html 

  ・入学者の数 

http://koto.nara-wu.ac.jp/j-kouhyou/data_nyugaku.htm 

  ・収容定員と学生数 

   http://koto.nara-wu.ac.jp/j-kouhyou/data_gakusei.htm 
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・卒業・修了生の進路状況

http://www.nara-wu.ac.jp/nwu/intro/about/pdf/27-28.pdf

・卒業・修了生の就職状況

http://koto.nara-wu.ac.jp/syusyoku/syusyoku.htm

オ 授業科目、授業の方法および内容並びに年間の授業の計画に関すること

・開講科目のシラバス

http://koto.nara-wu.ac.jp/kym2003/syllabussearch.html

カ 学修の成果に係る評価および卒業又は修了の認定に当たっての基準に関すること

・卒業・修了要件

http://koto.nara-wu.ac.jp/gakusei/youken.html

・成績評価に関する規程

http://koto.nara-wu.ac.jp/kitei_file/120010010100.pdf

・開講科目の成績評価基準（シラバス）

http://koto.nara-wu.ac.jp/kym2003/syllabussearch.html

キ 校地・校舎等の施設および設備その他の学生の教育研究環境に関すること

・キャンパスの概要

http://www.nara-wu.ac.jp/nwu/intro/access/photo/index.html

・課外活動の状況

http://www.nara-wu.ac.jp/nwu/campuslife/life/club/index.html

・課外活動等で使用できる施設

http://www.nara-wu.ac.jp/nwu/campuslife/life/facility/index.html

・本学へのアクセス

http://www.nara-wu.ac.jp/nwu/intro/access/map/index.html

ク 授業料、入学料その他の大学が徴収する費用に関すること

・授業料等

http://www.nara-wu.ac.jp/nwu/campuslife/fees/tuitionfees/index.html

・学生寄宿舎の寮費

http://www.nara-wu.ac.jp/nwu/campuslife/life/lodging/dormitory/index.html

・大学施設の利用料等

http://www.nara-wu.ac.jp/nwu/campuslife/fees/facilities/index.html

ケ 大学が行う学生の修学、進路選択および心身の健康等に係る支援に関すること

・入学料免除・授業料免除
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   http://www.nara-wu.ac.jp/nwu/campuslife/scholarship/exemption/index.html 

  ・相談体制 

   http://www.nara-wu.ac.jp/nwu/campuslife/life/trouble/index.html 

 

コ その他 

  ・学部・学科等の設置計画に関する情報 

   http://www.nara-wu.ac.jp/reformation_info/H26kaiso/rikoujoukyou.html 

  ・自己点検・評価報告書 

   http://www.nara-wu.ac.jp/nwu/intro/institute/article22/index.html#hyoka 

  ・認証評価の結果 

   http://www.nara-wu.ac.jp/nwu/intro/institute/article22/index.html#hyoka 
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13  教育内容等の改善を図るための組織的な取り組み 

13.1  全学的な取り組み 

 FD 活動及び SD 活動については、「奈良国立大学機構の内部質保証に関する基本方針」にお

いて、「教職員は、自己研鑽を行うように努めるとともに、各種研修への参加、FD 活動及び SD 活

動の活用、教員評価等による検証によって、能力の保証と開発に努める。」と規定されている。 

上記の基本方針を踏まえ、SD 活動については、分野別研修などを各事務担当課・室により実

施している。また、全事務職員を対象とした能力向上と育成を行うため、階層別研修やｅラーニング

研修等の自己啓発など計画的な研修を実施している。 

全学的な FD 活動では、副学長（教育・附属学校担当）を委員長としたファカルティ・ディベロッ

プメント推進委員会において全学的な教育課題等に関する内容を中心に FD を実施し、また部局

の FD 活動では、部局ごとの特性に応じた教育課題を取り上げて FD を実施している。具体的に

は、学生を対象とした授業評価アンケート等の結果の活用や、FD 研修会などを毎年度実施してお

り、これらの活動を通じて全学的な教育課題等に関する啓発や、課題の共有が図られ、カリキュラ

ム、シラバス、教育手法、成績評価方法等の改善につながっている。

13.2  大学院人間文化総合科学研究科の取り組み 

大学院人間文化総合科学研究科では、全学的な FD 活動を踏まえ、学部内の FD に関する企

画・実施を担う組織として、大学院 FD 委員会を設置する。 

大学院 FD 委員会は、教務委員会と連携を図りつつ、学生や授業担当教員を対象とするアンケ

ート調査等の分析結果に基づく、教育方法や、授業評価方法などの改善に向けた FD 活動を実

施する。 
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１ 学生確保の見通し及び申請者としての取組状況  

1.1  学生確保の見通し 

1.1.1  定員充足の見込み 

工学専攻の入学定員の設定にあたり、基礎学部となる工学部等からの入学ニーズを基に、入学

ニーズと輩出した修了生に対する社会からの需要等を分析して、入学定員を設定する。 

基礎学部等からの入学ニーズについては、下記「1.1.2 定員充足の根拠となる客観的なデータ

の概要」で示す通り、現工学部 3 回生〜1 回生を主な対象とした入学意向調査、6 つの理系学科

（数物科学科、化学生物環境学科、食物栄養学科、心身健康学科、情報衣環境学科、住環境学

科）から本学大学院への進学実績、及び前身の生活工学共同専攻を含めた７つの理系専攻（食

物栄養学専攻、心身健康学専攻、情報衣環境学専攻、生活工学共同専攻、住環境学専攻、数物

科学専攻、化学生物環境学専攻）への他大学等からの進学実績を基に分析した結果、少なくとも

25 名程度の進学実績が継続的に見込まれることが分かった。このような入学ニーズに基づき、工

学専攻の入学定員を 25 名と設定する。また、見込まれる入学者に対して 14 名の専任教員が配

置となる。教員 1 人当たりの見込み入学者数（ST 比）は 1.76 となり、複数教員による研究指導体

制を敷くことなどを考慮したとしても、 十分な指導体制を採ることができる入学定員となっている。 

修了生に対する社会からの需要については、下記「2.人材需要の動向等社会の要請」で示す通

り、10 件 100%の採用意向があり、工学専攻の養成する「分野横断的な知識に基づいて融合と協創

を行える工学系女性人材」と社会のニーズが合致している。 

 

1.1.2  定員充足の根拠となる客観的なデータの概要 

ア 基礎学部（工学部 3 回生〜1 回生）における入学意向調査結果 

工学専攻の設置に関する入学ニーズ把握のため、基礎学部となる工学部 3 回生〜1 回生（在籍

者数: 158 名）を対象に、進学に関する意向調査を行った。調査は、【資料１: 奈良女子大学大学

院人間文化総合科学研究科  工学専攻（博士前期課程） 設置計画案に関するアンケート調査

票】 のアンケート項目により実施した。生活環境学部、理学部、文学部の 3 回生に対しても同じ意

向調査を行い、工学部の１学年の学生数と同等の回答数を得たため、参考として使用した。意向

調査結果は、以下のとおりである。 

⼯学専攻設置計画案に関する意向調査結果 

アンケート回答⼈数 

学部 学年 学⽣数 実施数 実施率 

⼯学部 

3 回⽣ 58 55 0.95 

2 回⽣ 48 37 0.77 

1 回⽣ 52 47 0.90 

他学部 3 回⽣ ― 42 ― 
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「設問１. 大学院への進学希望はありますか。」に対する回答 

 

※参考として、他学部 3 回生 42 名の回答結果も掲載 

 

「・設問２. 設問１で b か c を選択した方にお聞きします。進学希望の理由はどのようなものですか。」に

対する回答 

 

「・設問３. ある分野の専門性を有しつつ、他の専門に対する理解も深めることで、分野間のコミュニケ

ーションを円滑に進める人材を目指す博士前期課程について、関心がありますか。」に対する回答 

 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1回⽣

2回⽣

3回⽣

他学部3回⽣※

b. 博⼠前期課程（修⼠課程）まで進学し、専⾨性を⾼めたい
c. 博⼠後期課程まで進学し、より⾼度な専⾨性を⾝に付け、社会を牽引していく存在を⽬指したい
a. ⼤学卒業後すぐに就職したい
d. まだわからない

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1回⽣

2回⽣

3回⽣

a. 学部で学んだ専⾨分野をさらに深く学び、特定の分野・業務の専⾨職を⽬指したいから
b. 特定の資格を取得し、それを⽣かした専⾨職を⽬指したいから
c. 多様な専⾨性を⾝につけ、専⾨職にとどまらない、多様な課題発⾒・解決⼒が必要となる職域のリーダーを⽬指したいから
d. 研究を通して企業や国内外の⼤学とも連携し、グローバルに活躍できる存在になることを⽬指したいから

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1回⽣

2回⽣

3回⽣

１．⾮常に関⼼がある ２．関⼼がある ３．少し関⼼がある ４．関⼼がない
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「・設問４. 設問３で 1～3 を選択した方にお聞きします。人間情報分野と環境デザイン分野において、ど

のような専門性を優先的に身に付けたいですか。」に対する回答 

 

 

「・設問５. 設問３で 1～3 を選択した方にお聞きします。人間情報分野と環境デザイン分野において、

設問４で回答した以外でどのような専門性を身に付けたいですか。」に対する回答 

 

 

「・設問６. 奈良女子大学に工学専攻（博士前期課程）を設置した場合、（個人の事情が許せば）入学し

たいと思いますか。」に対する回答 

※設問１において「b.」「c.」のいずれかを回答した学生の結果のみ集計 

 

  

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1回⽣

2回⽣

3回⽣

１．⽣体医⼯ ２．情報 ３．⼈間環境 ４．材料

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1回⽣

2回⽣

3回⽣

１．⽣体医⼯ ２．情報 ３．⼈間環境 ４．材料

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1回⽣

2回⽣

3回⽣

１．とても思う ２．思う ３．少し思う ４．思わない
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「・設問７. 設問６で 1～3 を選択した方にお聞きします。入学したいと思う理由はどのようなものですか。

（複数選択可）」に対する回答 

 

 

「・設問８．設問６で 1～3 を選択した方にお聞きします。博士前期課程修了後、奈良女子大学に工学専

攻（博士後期課程）があれば進学してみたいと思いますか。」に対する回答 

※設問１において「b.」「c.」のいずれかを回答した学生の結果のみ集計 

 

  

0 20 40 60 80 100

1回⽣

2回⽣

3回⽣

回答⼈数（⼈）
１．男性の⽬を気にせずに学びたいから
２．学部までで慣れた環境を変えたくないから
３．⼤学院を変えると、新しい環境への対応や就職活動などで修⼠課程での実質的な研究期間が短くなるから
４．奈良⼥⼦⼤でしか勉強できない⼯学があるから（例えば、芸術系と他分野の融合など）
５．奈良⼥⼦⼤学⼯学専攻の「⾃分野の専⾨性と異分野に対する理解のある⼈材を育成する理念」に共感したから
６．奈良⼥⼦⼤学⼯学専攻のカリキュラムが魅⼒的だから

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1回⽣

2回⽣

3回⽣

１．とても思う ２．思う ３．少し思う ４．思わない
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「・設問９． 企業・研究所等における研究・開発に参加し、工学的研究の社会に対する波及効果につい

て学ぶことや、波及効果を見据えた課題設定力・解決力を身につけることに関心がありますか。」に対す

る回答 

 

 

「・設問１０．女性エンジニアワークショップなどを通して女子中高生が工学に興味を持つ、あるいは工学

系の大学（学部）に進学することを後押しすることに関心がありますか。」に対する回答 

 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1回⽣

2回⽣

3回⽣

１．⾮常に関⼼がある ２．関⼼がある ３．少し関⼼がある ４．関⼼がない

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1回⽣

2回⽣

3回⽣

１．⾮常に関⼼がある ２．関⼼がある ３．少し関⼼がある ４．関⼼がない
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イ 基礎学部（工学部 3 回生〜1 回生）の大学院進学希望者のうち、本大学大学院への進学者の

見込み 

上記の「ア」で示したアンケート調査結果は、基礎学部である工学部 3 回生〜1 回生を対象とし

たものであるが、大学院進学希望者のうち、本大学大学院への進学者の見込みについては、6 つ

の理系学科（数物科学科、化学生物環境学科、食物栄養学科、心身健康学科、情報衣環境学科、

住環境学科）から本学大学院への過去の 5 年間の実績を活用し、算出する。本学大学院及び他

大学大学院への上記 6 つの理系学科からの進学者の過去 5 年間の実績は以下のとおりであり、

大学院進学希望者のうち 80%程度が本学大学院へ進学すると見込まれる。 

 

6 つの理系学科における過去 5 年間の学内外への進学者数の内訳 

 R1 R2 R3 R4 R5 R1〜R5 平均 

本学大学院への進学者数 

（ ）内は割合 

128 

(0.84) 

113 

(0.76) 

134 

(0.83) 

135 

(0.78) 

131 

(0.76) 

128 

(0.80) 

他大学大学院への進学者数 

（ ）内は割合 

24 

(0.16) 

36 

(0.24) 

27 

(0.17) 

39 

(0.22) 

38 

(0.22) 

33 

(0.20) 

 

 

ウ 基礎学部（工学部 3 回生〜1 回生）以外からの進学者の見込み 

上記の「ア」で示したアンケート調査結果は、基礎学部である工学部 3 回生〜1 回生を対象とし

たものであるが、基礎学部以外から進学してくる者の見込みについては、前身の生活工学共同専

攻を含めた 7 つの理系専攻（食物栄養学専攻、心身健康学専攻、情報衣環境学専攻、生活工学

共同専攻、住環境学専攻、数物科学専攻、化学生物環境学専攻）の過去の 5 年間の実績を活用

し、算出する。本学及び他大学等から上記 7 つの理系専攻への進学者の過去 5 年間の実績は以

下のとおりであり、進学者全体のうち 14%程度の進学が他大学等から見込まれる。 

 

7 つの理系専攻における過去 5 年間の学内外からの進学者数の内訳 

 R2 R3 R4 R5 R6 R2〜R6 平均 

本学からの進学者数 

（ ）内は割合 

128 

(0.79) 

116 

(0.83) 

134 

(0.84) 

138 

(0.90) 

135 

(0.92) 

130 

(0.86) 

他大学等からの進学者数 

（ ）内は割合 

34 

(0.21) 

24 

(0.17) 

25 

(0.16) 

15 

(0.10) 

12 

(0.08) 

22 

(0.14) 
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エ 基礎学部を主な対象とした意向調査、6 つの理系学科から本学大学院への進学実績、及び７

つの理系専攻への他大学等からの進学実績を基にした学生確保に関するまとめ 

上記の「ア 基礎学部(工学部 3 回生〜1 回生)における入学意向調査結果」、「イ 基礎学部（工

学部 3 回生〜1 回生）の大学院進学希望者のうち、本大学大学院への進学者の見込み」及び「ウ 

基礎学部（工学部 3 回生〜1 回生）以外からの進学者の見込み」から算出される入学定員の見込

みは以下の通りである。 

 

１．アンケート調査設問 1 と設問 6 の結果からの想定進学者数 

設問１の進学希望者、かつ、本学の工学専攻への進学希望に関する設問 6（「とても思う」「思

う」「少し思う」「思わない」）のうち，進学したいと思う学生（「とても思う」「思う」の回答者）の内訳は 

3 回生：回答者 55 名中 36 名 

（アンケート未実施 2 名） 

2 回生：回答者 37 名中 13 名  

（アンケート未実施 11 名、高専からの 3 年次編入 10 名） 

  1 回生：回答者 47 名中 16 名 

  （アンケート未実施 5 名、高専からの 3 年次編入 10 名予定） 

であり、3 学年平均は 22 名であった。 

 

＊2 回生はアンケート未実施者が 11 名おり、かつ１、2 回生は 3 年次編入生が加わるため、１、

2 回生の想定進学者数は増加すると考えられる。また、3 回生の本学の工学専攻の進学希望率

が 2〜1 回生に比べて高くなっている理由は、本学の工学部の特色の 1 つであるレイトスペシャ

リゼーションにより、専門科目の履修が増えるほど進学意欲が高まるためであると考えられる。し

たがって、実際には上記よりも 3 学年平均の進学者数が増える可能性が高く、最低限として見積

もられた 3 学年平均の想定進学者数（22 名）より増えると予想される。 

 

   進路確定率が最も高いと考えられる 3 回生のうち、本学の工学専攻への進学希望に関する設

問 6 において、「とても思う」、「思う」と回答した学生の進路希望内訳は 

  「とても思う」、かつ進学希望：55 名中 24 名 

  「思う」、かつ進学希望：55 名中 12 名 

  「とても思う」、かつ未定：55 名中 2 名 

  「思う」、かつ未定：55 名中 6 名 

 であった。 

アンケート調査時点での進学希望者率は 65%（36/55）であるが、進路未定者を含めると 80%

（44/55）となっている。この割合は、上記 1.1.2 のイで示した 6 つの理系学科の過去 5 年間の学

内外への進学者数の内訳における本学大学院への進学割合の実績値（80%）と一致しているこ

とから、実際の進学希望者率はアンケート調査時点よりも増えると予想される。 
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２．他大学、他学部等から本学大学院への想定進学者 

上記 1.1.2 のウで示した 7 つの理系専攻における過去 5 年間の学内外からの進学者数の内

訳における「5 年間平均で 86％が本学、14％が他大学等から進学」という実績と、上記１の 3 学

年平均人数を用いると、他大学、他学部等を含めた本学大学院への想定進学者は 

 

 22 名÷86%＝25.6 名 

 

 と見積もられる。 

＊学内の他学部・他学科と連結した大学院の専攻への進学者は年に 0～1 名であり、また流出

と流入両方の可能性から工学専攻においては±0 名として扱った。 

 

３．他大学の ST 比からの定員上限 

近隣の国立大学大学院の工学系研究科（奈良先端科学技術大学院大学 先端科学技術研

究科、京都大学大学院 工学研究科、大阪大学大学院 工学研究科）の教員 1 人当りの学生

定員数（ST）は以下の通り 1.84～1.89 である。これより本学大学院工学専攻の ST 比を 1.8 とす

ると、工学専攻の専任教員のうち、修士論文の研究指導の担当者は 14 名であるので、ST 比か

ら考えられる定員上限は 

 

 教員 14 名×1.8＝25.2 名 

 

となる。この人数は上記 2 で見積られた想定進学者 25.6 名よりもわずかに少ない。ただし、本学

の少人数教育という特色から、他大学より ST 比は小さいことが望ましい。 

（参考：学生 25 名÷教員 14 名＝1.76） 

 

近隣の国⽴⼤学⼤学院の⼯学系研究科の教員 1 ⼈当りの学⽣定員数 

 学⽣定員数 教員数 ST ⽐ 

奈良先端科学技術⼤学院⼤学 

先端科学技術研究科 

350 186 1.88 

京都⼤学⼤学院 

⼯学研究科 

688 374 1.84 

⼤阪⼤学⼤学院 

⼯学研究科 

811 428 1.89 

 

以上を踏まえて、工学専攻の入学定員を 25 名と設定した。 
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1.2  学生確保に向けた具体的な取り組み状況 

専攻として、組織的に下記のような取り組みを戦略的に実施する。 

（1）大学院進学説明会の実施 

大学院進学説明会を 6 月と 12 月時期を含む 2 回以上開催し、博士前期課程での教育・研

究、修士号取得までの流れ、および修了後のキャリアパスを具体的に説明する。また、ロールモ

デルとなり得るように、現役の大学院生による、自身の大学院での研究生活・院生生活に関する

紹介を通じて大学院のイメージの具体と大学院生活の魅力に触れることで、進学へのモチベー

ションをあげる活動を行う。進学説明会は学部初年次生からの参加を促すとともに多くの学生に

参加を呼びかけ、初年次から大学院進学についての意識づけを行う。6 月の大学院進学説明会

では、大学生活に慣れてきた学部 1 回生に対し、卒業後の進路として大学院進学への意識付

けを行い、進路希望に「進学」の選択肢を強く意識させる。また、入学者選抜は 8 月に実施予定

であるため、進学希望の学部 3 回生に対しては、およそ 1 年前からの準備、学部 4 回生に対し

ては、迫ってきた大学院受験の具体的イメージを喚起させることを狙い、この時期に説明会を実

施することとする。12 月の大学院進学説明会では、就職活動の準備や進路を決定する時期に

あたる学部 3 回生を含めて大学院での研究生活を紹介することで、進学への意識付けの効果を

狙い、この時期にも説明会を実施することとする。 

 

（2）ホームページによる広報活動 

研究科のホームページを新たに立ち上げ、教育の特色、教育組織、研究内容、カリキュラム、

進路、入試の実施概要等の情報を広く発信する。英語によるホームページも作成し、グローバ

ルな規模での受験生の獲得につなげる。 

 

（3）専攻案内（小冊子）の作成、配布 

教育の特色、教育組織、研究内容、カリキュラム、進路、入試の実施概要などを紹介した工学

専攻紹介リーフレットを分野ごとに作成し、進学説明会などで配付する。また、理系学科からの

専攻への進学者の割合が約 8 割となっているので、理工学系の大学院を有する近畿圏の大学

及び高等専門学校にもリーフレットを発送し、受験者の掘り起しに努めることで、学生数の上乗

せを図っていく。工学部パンフレットにも、大学院生の活動を紹介し、進路の一つとして大学院

進学を意識させる。4 月の入学時に工学部パンフレットが学部学生に配付されるので、大学院生

が自身のロールモデルとなるように、写真とともに掲載される大学院生の活動紹介を通し、大学

院とそこでの生活の魅力を最大限伝え、本専攻への大学院進学の動機づけを与える。 

 

（4）経済的サポートの紹介 

経済的理由で進学をあきらめようとすることが無いように、授業料免除制度や日本学生支援機

構による奨学金制度のサポート制度を積極的に紹介する。 
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1.3  学生納付金の設定の考え方 

本学の納付金は、授業料年額 535, 800 円で「国立大学等の授業料その他費用に関する省令」

第 2 条に定める標準額と同額、かつ近隣の国立大学法人と同額である。 
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２  人材需要の動向等社会の要請 

2.1  人材の養成に関する目的その他の教育研究上の目的（概要） 

工学専攻では、人と自然が調和した豊かな社会を実現するために、高度な専門能力、ならびに

異分野への理解力と高い倫理感を兼ね備えつつ、時代の流れに即した科学技術の発展に資する

人材の育成を養成することを目的とする。 

 

2.2  上記 2.1 が社会的、地域的な人材需要の動向等を踏まえたものであるこ

との客観的な根拠 

社会的・地域的な人材需要の動向等を調査するため、令和 6 年 6〜7 月に企業・団体等 9 社 10

件を対象としたアンケート調査を実施した。調査は、養成する人材像・教育課程等を示すものとし

て【資料２: 奈良女子大学大学院人間文化総合科学研究科工学専攻（博士前期課程）設置計画

案に関するアンケート調査票（及び別紙資料 2・3）】のアンケート項目により実施した。実施結果は

以下の通りである。 

 

⼯学専攻設置計画案に関する意向調査結果 

 

「・設問１−１. 貴社・貴団体の該当する事業区分を選択してください。」に対する回答 
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「・設問１−２. 貴社・貴団体において、⼤学院修了者を採⽤する場合、特に求めたい素養
は何でしょうか。3 つ以内を選択してください。」に対する回答 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「・設問２. 分野横断的な知識に基づいて融合と協創を⾏える⼯学系⼥性⼈材の育成を⽬指
す⼯学専攻設置計画案のコンセプトについてお伺いします。」に対する回答 
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「・設問３−１. 具体的な⼯学専攻の内容から受ける印象として、特に（採⽤⼈事の⾯から）
興味を感じるものを選択してください。（複数選択可）」に対する回答 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「・設問３−２. 上記「３−１」で選択した項⽬について、どのように興味を持たれたか簡
潔にご記⼊ください。なお、複数選択されている場合は、どの選択肢に関する記述かを、ア
ルファベットにより明⽰してください。」に対する回答 

・⼥性エンジニアの採⽤強化を重視しているため 

・鉄道事業（輸送サービス業）において最も重要な観点であるため 

・⾃ら課題を設定し、その解決に向けて取り組むことのできる⼈材の重要性を感じているた
め 

・幅広い分野の理論と演習が専⾨科⽬として設定されており 、個⼈の専⾨性の深化と他分
野知識の習得ができる印象を持った。また産学連携での取り組みでより実践に近い技術を
⾝に着けることができると感じた。 

・a：製品の開発にあたり、理⼯系の⾼度な専⾨知識を必要としているから。 b：既存事業
の拡⼤だけでなく新たなソリューションが求められており、イノベーション創出につなが
る異⽂化との連携・融合が求められるから。 c：製品開発において、チームで取り組むこと
を主としており、コミュニケーションが求められるから。 d：社会のニーズや課題にソリュ
ーションを提供することに取り組んでいるから。 

・当社の企業活動も社会課題解決を軸に据えており、この志に共感してくれる⽅、その中で
⾃⾝研究の専⾨性を活かしながら、いかに貢献するかを考えられる⽅の育成に期待してい
ます。 

・マーケットインの必要性から 
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「・設問４−１. 奈良⼥⼦⼤学⼤学院⼈間⽂化総合科学研究科⼯学専攻の博⼠前期課程修了
者（修⼠の学位を取得した者）を採⽤したいと思いますか。」に対する回答 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「・設問４−２. 上記「４−１」で 1〜3 を選択した⽅にお聞きします。修了者に対して、
採⽤後どのような活躍を期待しますか。（複数選択可）。」に対する回答 
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「・設問５. 学⽣が企業・研究所等における研究・開発に参加し協創⼒を⾝につける実習「協
創⼯学実習 I・II」にご協⼒いただけますでしょうか。実習の詳細については、添付の別紙
資料 2 をご確認ください。」に対する回答 

「・設問６. ⼯学専攻の講義や実習へのゲスト講師派遣についてご協⼒いただけますでしょ
うか。」に対する回答 

設問２において、「理解できる」の回答率は 100%であり、設問３―１において、「自己の専門性を

持ちながら異分野と連携、融合して研究開発を進められる人材」、「異分野間のコミュニケーション

を円滑に進められる人材」の回答率はそれぞれ 60%、50%であった。また設問４において、「とても思

う」、「思う」を合わせた回答率は 100%であり、設問４−２において、「職域リーダー」、「商品開発等に

おけるメイン研究者」、「その他業務遂行上の主要メンバー」の回答率はそれぞれ 50%、70%、70%で

あった。 

これらの結果から、工学専攻が養成する「分野横断的な知識に基づいて融合と協創を行える工

学系女性人材」に対して企業・団体等から高い割合での採用の意向があり、さらに、修了生には採

用後に中心的なメンバーとしての活躍を期待していることが分かった。 
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2.3  上記 2.1 が社会的、地域的な人材需要の動向等を踏まえたものであるこ

とのその他の根拠 

上記 2.1 が社会的、地域的な人材需要の動向等を踏まえたものであることのその他の根拠とし

て、以下の(1)(2)の 2 点が挙げられる。 

(1)工学専攻の設置にあたっては、DMG 森精機、川崎重工業、パナソニック、ソニーグループ、東

芝情報システムなどの大手企業から要望を得ている。併せて、工学専攻で実施予定の科目で

ある協創工学実習において、人間情報分野（情報系、生体医工学系）と環境デザイン分野（材

料系、建築系）の両分野の学生に対し、アルプスアルパイン、川村義肢、DMG 森精機、デンソ

ー先端技術研究所、日産自動車、パナソニック、ミズノなどの企業が現時点で協力の意向を示

している。また、工学専攻の基礎学部である工学部で実施している女性エンジニア養成プログ

ラム「Women Engineers Program」においては、SMC、川崎重工業、住友電工グループ、DMG

森精機、東芝情報システム、ソニーグループなどがメインサポーターとなっている。これらの企

業の協力は、本学が養成する工学系女性人材への期待の表れであり、工学系女性人材の社

会的・地域的な需要は大きい。 

 

(2)工学専攻の前身の生活工学共同専攻における令和 6 年度博士前期課程修了生（令和 7 年 4

月入社）向けの求人は、【資料 3：奈良女子大学 生活工学共同専攻への求人票送付企業一

覧（2025 年 4 月入社）】のとおり、技術職を中心として 71 の企業から求人票の提出があった。こ

の中で、学校推薦の人数について明記している企業の求人人数の合計は 50 名を超えており、

生活工学共同専攻を発展させた工学専攻においても同等以上の求人数が見込める。 

なお、生活工学共同専攻の過去 5 年間の就職先等については、【資料 4：奈良女子大学 生

活工学共同専攻における過去５年間の就職・進学実績】のとおりである。 

 

以上から、本学が養成する修士課程の工学系女性人材には多くの企業において高いニーズが

あり、本専攻の設置計画は、社会的・地域的な人材需要と合致していると考えられる。 
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職 位 学 位 29 歳 以 下 30 ～ 39 歳 40 ～ 49 歳 50 ～ 59 歳 60 ～ 64 歳 65 ～ 69 歳 70 歳 以 上 合 計 備 考

博 士 人 人 1人 3人 2人 1人 人 6人

修 士 人 人 人 1人 人 人 人 1人

学 士 人 人 人 人 1人 人 人 1人

短 期 大
学 士

人 人 人 人 人 人 人 人

そ の 他 人 人 人 人 人 人 人 人

博 士 人 人 2人 1人 人 人 人 3人

修 士 人 人 人 人 人 人 人 人

学 士 人 人 人 人 人 人 人 人

短 期 大
学 士

人 人 人 人 人 人 人 人

そ の 他 人 人 人 人 人 人 人 人

博 士 人 2人 人 人 人 人 人 2人

修 士 人 人 人 人 人 人 人 人

学 士 人 人 人 人 人 人 人 人

短 期 大
学 士

人 人 人 人 人 人 人 人

そ の 他 人 人 人 人 人 人 人 人

博 士 人 人 1人 人 人 人 人 1人

修 士 人 人 人 人 人 人 人 人

学 士 人 人 人 人 人 人 人 人

短 期 大
学 士

人 人 人 人 人 人 人 人

そ の 他 人 人 人 人 人 人 人 人

博 士 人 2人 4人 4人 2人 1人 人 13人

修 士 人 人 人 1人 人 人 人 1人

学 士 人 人 人 人 1人 人 人 1人

短 期 大
学 士

人 人 人 人 人 人 人 人

そ の 他 人 人 人 人 人 人 人 人

３　この書類は，申請又は届出に係る学部等の開設後，当該学部等の修業年限に相当する期間が満了する年度における状況を記載すること。

４　「基幹教員の年齢構成・学位保有状況」欄の「基幹教員」は，大学院の研究科又は研究科の専攻の場合，「専任教員」と読み替えること。

准 教 授

別記様式第３号（その３の１）

（用紙　日本産業規格Ａ４縦型）

基幹教員の年齢構成・学位保有状況

教 授

講 師

助 教

合 計

（注）

１　この書類は，申請又は届出に係る学部等ごとに作成すること。

２　この書類は，基幹教員についてのみ作成すること。

５　専門職大学院若しくは専門職大学の前期課程を修了した者又は専門職大学又は専門職短期大学を卒業した者に対し授与された学位については，「その他」の欄にその数を

　記載し，「備考」の欄に，具体的な学位名称を付記すること。
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設置申請についての意思の決定を証する書類 

国立大学法人奈良国立大学機構 奈良女子大学 

 

 

令和７年度 第５回国立大学法人奈良国立大学機構役員会議事録（抜粋） 

 

令和７年度 第５回国立大学法人奈良国立大学機構役員会議事録 

 

日 時  令和７年７月２４日（木）１３時３０分～１４時０３分 

場 所  奈良女子大学第一会議室 

出席者  理事長 榊裕之、大学総括理事 宮下俊也、大学総括理事 高田将志、 

理事（総務・財務担当) 三谷卓也、理事 (教育・研究担当) 西村いくこ 

列席者  監事 青山卓史、監事 大久保幸治、監事 菅万希子、事務局次長 沓澤進、 

（機構事務部） 

総務課長/監査室長 向陽平、人事課長 川村婦美子、財務課長 樋口幸一 

（奈良教育大学事務部） 

総務課長 矢倉徹、企画調整課長 河上貴治 

議 長  榊理事長 

 

議議  事 

Ⅰ 審議事項  

  １．工学専攻（修士課程）の設置報告について 

高田理事から、審議資料１－１～１－２により説明があり、審議の結果、原案のと

おり承認した。 

なお、今後、文言等の修正がある場合は高田理事に一任することとした。 

 

（以下の議事省略） 

 

 

 

この抜粋は、令和７年度 第５回国立大学法人奈良国立大学機構役員会議事録原本の内容

と相違ないことを証明する。 

 

 

国立大学法人奈良国立大学機構 理事長  榊 裕之       

 

 

  



専任教員一覧 

奈良女子大学大学院 人間文化総合科学研究科 工学専攻（M） 
研究
領域 

調書
番号 

職 名 氏 名 
〈就任予定年月〉 

担当授業科目名 備  考 

人
間
情
報
分
野

2 教 授 才脇 直樹 
〈令和８年４月〉 

研究倫理・研究マネジメント（基礎） 

ヒューマンインタフェース特論

画像処理・信号処理演習 

工学創発演習Ⅰ（基礎） 

工学創発演習Ⅱ（基礎） 

工学創発演習Ⅰ（発展） 

工学創発演習Ⅱ（発展） 

異分野融合課題研究 

学術協創演習 

工学特別研究Ⅰ（修士） 

工学特別研究Ⅱ（修士） 

工学特別研究Ⅲ（修士） 

研究指導 
（M マル合）

4 教 授 芝﨑 学 
〈令和８年４月〉 

研究倫理・研究マネジメント（基礎） 

統合制御特論 

人体生理学特論 

生体機能演習１ 

生体機能演習２ 

ライフサイエンス特論

工学創発演習Ⅰ（基礎）

工学創発演習Ⅱ（基礎）

工学創発演習Ⅰ（発展）

工学創発演習Ⅱ（発展）

異分野融合課題研究

学術協創演習

工学特別研究Ⅰ（修士）

工学特別研究Ⅱ（修士）

工学特別研究Ⅲ（修士）

研究指導 
（M マル合）

5 教 授 中田 大貴 
〈令和８年４月〉 

研究倫理・研究マネジメント（基礎） 

先端工学概論Ⅰ（人間情報） 

統合制御特論 

研究指導 
（M マル合）
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認知神経科学特論 

生体機能演習１ 

生体機能演習２ 

ライフサイエンス特論 

工学創発演習Ⅰ（基礎） 

工学創発演習Ⅱ（基礎） 

工学創発演習Ⅰ（発展） 

工学創発演習Ⅱ（発展） 

異分野融合課題研究 

学術協創演習 

工学特別研究Ⅰ（修士） 

工学特別研究Ⅱ（修士） 

工学特別研究Ⅲ（修士） 
9 教 授 吉田 哲也 

〈令和８年４月〉 
研究倫理・研究マネジメント（基礎） 

機械学習特論 

多変量解析演習 

工学創発演習Ⅰ（基礎） 

工学創発演習Ⅱ（基礎） 

工学創発演習Ⅰ（発展） 

工学創発演習Ⅱ（発展） 

異分野融合課題研究 

学術協創演習 

工学特別研究Ⅰ（修士） 

工学特別研究Ⅱ（修士） 

工学特別研究Ⅲ（修士） 

研究指導 
（M マル合） 

10 准 教 授 佐藤 克成 
〈令和８年４月〉 

研究倫理・研究マネジメント（基礎） 

先端工学概論Ⅰ（人間情報） 

バーチャルリアリティ特論 

３Ｄモデリング演習 

工学創発演習Ⅰ（基礎） 

工学創発演習Ⅱ（基礎） 

工学創発演習Ⅰ（発展） 

工学創発演習Ⅱ（発展） 

女性エンジニア演習 

異分野融合課題研究 

学術協創演習 

研究指導 
（M マル合） 
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工学特別研究Ⅰ（修士） 

工学特別研究Ⅱ（修士） 

工学特別研究Ⅲ（修士） 
13 専任講師 安在（橋詰）絵美 

〈令和８年４月〉 
研究倫理・研究マネジメント（基礎） 

データサイエンス演習 

時系列解析演習 

工学創発演習Ⅰ（基礎） 

工学創発演習Ⅱ（基礎） 

工学創発演習Ⅰ（発展） 

工学創発演習Ⅱ（発展） 

異分野融合課題研究 

学術協創演習 

工学特別研究Ⅰ（修士） 

工学特別研究Ⅱ（修士） 

工学特別研究Ⅲ（修士） 

研究指導 
（M マル合） 

14 専任講師 大高 千明 
〈令和８年４月〉 

研究倫理・研究マネジメント（基礎） 

統合制御特論 

ヒューマンキネティクス特論 

生体機能演習１ 

生体機能演習２ 

ライフサイエンス特論 

工学創発演習Ⅰ（基礎） 

工学創発演習Ⅱ（基礎） 

工学創発演習Ⅰ（発展） 

工学創発演習Ⅱ（発展） 

異分野融合課題研究 

学術協創演習 

工学特別研究Ⅰ（修士） 

工学特別研究Ⅱ（修士） 

工学特別研究Ⅲ（修士） 

研究指導 
（M マル合） 
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環
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デ
ザ
イ
ン
分
野 

1 教 授 黒子 弘道 
〈令和８年４月〉 

研究倫理・研究マネジメント（基礎） 

基礎材料工学特論 

繊維構造特論 

機能性物質設計法演習 

機能性物質分析法演習 

機能性物質・物体調査演習 

機能性物質・物体解析演習 

工学創発演習Ⅰ（基礎） 

工学創発演習Ⅱ（基礎） 

工学創発演習Ⅰ（発展） 

工学創発演習Ⅱ（発展） 

異分野融合課題研究 

学術協創演習 

工学特別研究Ⅰ（修士） 

工学特別研究Ⅱ（修士） 

工学特別研究Ⅲ（修士） 

研究指導 
（M マル合） 

3 教 授 佐々（原）尚美 
〈令和８年４月〉 

研究倫理・研究マネジメント（基礎） 

人間環境設計特論 

環境人間工学特論 

機能性空間構築演習１ 

工学創発演習Ⅰ（基礎） 

工学創発演習Ⅱ（基礎） 

工学創発演習Ⅰ（発展） 

工学創発演習Ⅱ（発展） 

異分野融合課題研究 

学術協創演習 

工学特別研究Ⅰ（修士） 

工学特別研究Ⅱ（修士） 

工学特別研究Ⅲ（修士） 

研究指導 
（M マル合） 

6 教 授 長田 直之 
〈令和８年４月〉 

研究倫理・研究マネジメント（基礎） 

人間環境設計特論 

都市空間デザイン特論 

機能性空間構築演習２ 

工学創発演習Ⅰ（基礎） 

工学創発演習Ⅱ（基礎） 

工学創発演習Ⅰ（発展） 

研究指導 
（M マル合） 
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工学創発演習Ⅱ（発展） 

異分野融合課題研究 

学術協創演習 

工学特別研究Ⅰ（修士） 

工学特別研究Ⅱ（修士） 

工学特別研究Ⅲ（修士） 
7 教 授 長谷 圭城 

〈令和８年４月〉 
研究倫理・研究マネジメント（基礎） 

先端工学概論Ⅱ（環境デザイン） 

人間環境設計特論 

芸術工学特論 

機能性空間構築演習２ 

工学創発演習Ⅰ（基礎） 

工学創発演習Ⅱ（基礎） 

工学創発演習Ⅰ（発展） 

工学創発演習Ⅱ（発展） 

異分野融合課題研究 

女性エンジニア演習 

学術協創演習 

 

8 教 授 三方 裕司 
〈令和８年４月〉 

研究倫理・研究マネジメント（基礎） 

基礎材料工学特論 

分子デザイン特論 

機能性物質設計法演習 

機能性物質分析法演習 

機能性物質・物体調査演習 

機能性物質・物体解析演習 

工学創発演習Ⅰ（基礎） 

工学創発演習Ⅱ（基礎） 

工学創発演習Ⅰ（発展） 

工学創発演習Ⅱ（発展） 

異分野融合課題研究 

学術協創演習 

工学特別研究Ⅰ（修士） 

工学特別研究Ⅱ（修士） 

工学特別研究Ⅲ（修士） 

研究指導 
（M マル合） 
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11 准 教 授 大背戸 豊 
〈令和８年４月〉 

研究倫理・研究マネジメント（基礎） 

基礎材料工学特論 

先端高分子材料創製特論 

機能性物質設計法演習 

機能性物質分析法演習 

機能性物質・物体調査演習 

機能性物質・物体解析演習 

工学創発演習Ⅰ（基礎） 

工学創発演習Ⅱ（基礎） 

工学創発演習Ⅰ（発展） 

工学創発演習Ⅱ（発展） 

異分野融合課題研究 

学術協創演習 

工学特別研究Ⅰ（修士） 

工学特別研究Ⅱ（修士） 

工学特別研究Ⅲ（修士） 

研究指導 
（M マル合） 

12 准 教 授 山本 健太郎 
〈令和８年４月〉 

研究倫理・研究マネジメント（基礎） 

先端工学概論Ⅱ（環境デザイン） 

基礎材料工学特論 

エネルギー・環境材料特論 

機能性物質設計法演習 

機能性物質分析法演習 

機能性物質・物体調査演習 

機能性物質・物体解析演習 

工学創発演習Ⅰ（基礎） 

工学創発演習Ⅱ（基礎） 

工学創発演習Ⅰ（発展） 

工学創発演習Ⅱ（発展） 

異分野融合課題研究 

学術協創演習 

工学特別研究Ⅰ（修士） 

工学特別研究Ⅱ（修士） 

工学特別研究Ⅲ（修士） 

研究指導 
（M マル合） 

15 助 教 庄司 淳 
〈令和８年４月〉 

研究倫理・研究マネジメント（基礎） 

基礎材料工学特論 

機能性分子解析特論 

研究指導 
（M マル合） 
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機能性物質設計法演習 

機能性物質分析法演習 

機能性物質・物体調査演習 

機能性物質・物体解析演習 

工学創発演習Ⅰ（基礎） 

工学創発演習Ⅱ（基礎） 

工学創発演習Ⅰ（発展） 

工学創発演習Ⅱ（発展） 

異分野融合課題研究 

学術協創演習 

工学特別研究Ⅰ（修士） 

工学特別研究Ⅱ（修士） 

工学特別研究Ⅲ（修士） 
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